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はじめに

1996年II月10日と11日の両日、スイスのジュネーブで「国際食料安全保障・人口・開発議員会

議(HvIPFSPD):議長桜井新衆院議員Jが、世界57か国から90名の国会議員、 UNFPA、W

HO、Il¥W、UNDPなどの関連機関の代表、 WAY、APDAなどこの分野の NGO代表を含

む26名のオブザーパーが参加して開催された。

日本からは、桜井新衆議院議員:人口と開発に関するアジア議員フォーラム (AFPPD)議

長、国際食料安全保障・人口・開発議員会議議長=松岡手IJ勝、松下忠洋衆議院議員。事務局とし

て吉田修自民党政務調査会専門謁査員、日本の毘際人口問題議員懇談会 (JPFP)および人口と

開発に関するアジア議員フォーラム議長事務局を務める財団法人アジア人口・開発協会 (APD

A)広瀬次雄常務理事ほかが参加した。

2日間にわたる伺会議の討議は「食料安全保障・人口・開発ジュネーブ宣言(ジュネーブ宣言)J 

としてまとめられ、ローマでII月の13Bから開かれた「世界食料サミットJにおいて日本政府代

表である藤本孝雄・農林水産大臣の演説の中で言及され、「ジュネーブ宣言j ならびに「国際食

料安全保障・人口・開発議員会議ステイツメント j は同サミットにおいて役界各国の政府代表団

に配布された。

この会議は、桜井新衆議院議員(自民 新潟)が議長を務める人口と開発に関するアジア議員

フォーラム (AFPPD)が世界の人口と偶発に関する各地域議連および関係議速に呼びかけて開

催したもので、 AFPPD(本部バンコク・東京)、 FAlvlEPPD(アフリカ・中東人口・開発議

員フォーラム、本部:ジンパブエ国ノ、ラレ、中東地域事務局 ヨルダン国アンマン)、 IAPG

(アメリカ地域人口・掬発議員グループ、本部 ニューヨーク)、!lvIPO(関係医療議員組織)、

PGA (地球規模的活動のための国会議員グループ、本部 ニューヨーク)の共催、後援:国連

人口基金(UNFPA)であるO

呼びかけ人となった「人口と開発に関するアジア議員フォーラム (AFPPD)Jは、人口と開

発に関わる政府間会議に合わせて、 1994年の「国際人口開発会議(ICPD)Jにおいては f国際

人口開発議員会議(ICPPD カイロ)J、「限界社会開発サミット (WSSD)Jでは「国際人口・

社会開発議員会議(IlvlPPSD コペンハーゲン)J、「第 4阿世界女性会議 (FWCW)Jに対して

は「国際女性・人口・開発会議(IlvlPGPD 東京)Jを開催してきた。

これらの会議には各政府間会議政府代表をはじめとする人口・開発分野における国会議員が参

加し、直接政府間会議に対してアピールを行うと河時に、政府代表の参加を得ることで各国の政

策への直接の反挟をも図ってきた。

ジュネーブでの会議は、「この地球は有限であり、この限られた伎界のなかで人類が生きてい

くための持続可能な方法を探さなければならなLけとの視点から議論が行われた。

会議の議論のなかで特筆すべきことは;

1 )報告者を務めたワールド・ウオッチ研究所長レスター・フラウン氏が「これまでの経済γス

テムは“余剰"を前提としていたが、これからの経済は“不足"を詰iit是としなければならなく

なり、食料を作れる地域ではできるだけ食料を作るべきであり、そのために必要な保護をとる
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べきである」と述べた点。

2)また、同様に報告者を務めたベトナムの国会議員でマグサイサイ賞受賞者である農業学者の

ボー・トン・ズアン博士が日本国の松下忠洋衆議院議員(白民:鹿児島)の質問に答えて、

「主食は文化と切り離すことができるものではなく、特別な配慮が必要で、生産基盤そのもの

を破壊してしまうような国際ルールは見直さなければならなしりと述べた点。

さらに、

3 )アフリカを中心とした途上国から、民際金融機関の政策を持続可能な開発を達成できるよう

なものに変えていくべきであるという意見が出されたことである。

これらの意見をもとに食料安全保障と人口・開発を実現していくための国会議員の決意表明で

ある「食料安全保障・人口・開発ジュネーブ宣言Jが採択された。この会議の宣言文である食料

安全保障・人口・開発ジュネーブ宣言には;

1 )食料安全保障を脅かす最大の要因は年間D，400万人も増え続ける人口であり、人口抑制が食

料安全保障の基本的な条件となる。

2)食料安全保障の実現に各国政府は最も高い優先瀬位を与えなければならない。

3)食料安全保障を実現することのできる国際ルールを構築するために WTOルールを含む国

際的な貿易ルールを環境条件と持続可能性の観点から検証する必要がある。

等の慨念が盛り込まれた。

日本の農業生震基盤を維持するうえで重要になる国際貿易ルールとの関係については、日本の

主張が充分に感り込まれたうえに、むしろ日本の主張よりも強い主張が途 t国から出されたこと

は充分留意すべき点である。

特に、宣言文の中の 8. r行動の呼びかけJのなかで，

(p) 生産の各分野ごとに公正で合理的な経済・貿易制度を構築するという点も含め、農業、林

業、漁業を環境保護と持続可能な開発の観点から見直す。

(q) より合埋的な経済政策を策定するよう各国政府行政部門に働きかけてL、く。

このより合理的な経済政策は有限な地球環境を守り、人口問題を解決するうえで必要不可

欠な公正な世界貿易システムの構築を助けることになるだろう o

(r) 限界貿易機関 (WTO)合意を含む国際的な協定が、各国の文化的な慣行、特に伝統的な

主食が持つ文化的慣行を侵害し、また農業生産と環境に悪影響を与えることのないよう検証

するべきである。

(s) 食料総入国と輸出国の協力と関係を強化し制度化する。そして食料を脅迫や政治的・経済

的圧力、一方的な制裁の押しつけを含む、 L、かなる搾耳目のための手段としても使わないよう

にする。

の4条項は自給力の向上と持続可能性・ E軍境の観点からB本農業を守るうえにおいて重要な条項

である。

この医会議員会議の議決をもって FAOの食料サミット参加後、 WTO(世界貿易機関)のル

.ジェーロ事務局長との面談を行った。そのなかで、ル・ジェーロ事務局長は WTOは政府間協

議の場であり、各国政府の意見の合意のもとにそのルールは作られている。 WTOへ意見を反映

させる場合、政府間協議を通じて行うしかないと指摘した。桜井議員も今後与党内での協議を充



分に行った後に政府を通じて WTO協議に働きかけていくことを約束した。

国際食料安全保障・人口・開発議員会議の議決はジュネーブに集まった57か国の国会議員の意

見であるというばかりではない。この会議の準備過程にはアジア太平洋地域だけでも30数か毘の

意見が反映されたものである。同機の議論の積み上げはアメリカ地域、アフリカ地域・中東地域

でも行われており、延べ¥00か国以上の国会議員の合意である。

世界の国会議員の意見と日本の主張は共通する点が非常に大きいということがこの合意からわ

かる。日本の主張は決して世界の少数意見ではない。あとは、この国会議員の意見をいかに政府

に反映させていくかが、自給力確保、持続可能性、環境の観点から WTOのルールの見渡しを

行っていくうえでの要諦となることが明確になった。

WTOでル・ジヱーロ事務局長(右)と握手をする桜井 AFPPD議長
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会議の背景および概要

世界57か箆から約100名(付録参照)の議員が11月10Elから11日にかけてスイス・ジュネーブのホ

テル・ぺンタで開催された国際食料安全保障・人口・開発議員会議に参加した。この会議は人口と凋

発に関するアジア議員フォーラム、人口・開発国会議員世界委員会、アフリカ中東人口・開発議員

フォーラム運営委員会、アメリカ地域人口・開発議員グループの共催、国連人口基金(UNFPA)、

国際家族計画連盟、財団法人アジア人口・開発協会の後援で行われた。

今回の会議は11月13日より 17日にローマにて開僕された世界食料サミ y トにあわせて開催された。

会議の目的は、国家代表団の…員としてローマ食料サミットに向かう面会議員が、人口と食料安全保

俸問題を議論し情報を備え、人類の未来のために国会議員が果たすべき役割についてのコンセンサス

を形成することである。

2日間の会議は11月10B、会議の運営委員会議長である臼本の桜井新議員とウォルター・ B'ガイ

ガー在ジュネーブ図l療機関代表部スイス大使による歓迎の時をもって照会した。また安藤博文 UNF

PA事務局次長による挨拶も行われた。ウガンダのグレース・アケロ議員が主催国スイスおよび会

議の開催者に対して感謝の辞を述べた。

会議の議長には日本の桜井新衆議院議員がアフリカ・中東人口・界再発フォーラム (FAMEPPD)

運営委員会議長のうブ・ムリンパ議長他から推挙され満場一致で選出された。

その後、副議長 5名、総括報告責任者が以下の通り選出された。副議長ジーン・オーガスチン議員

(カナダ)、ラブ・ムリンパ議員(ザンビア)、セシル・ボンパ・ンコロ議員(カメルーン)、 y ャ

ビール・トレス・ゴイティア議員(ボリビア)、サミール・ハハシェナ議員(ヨルダン)。総括報告責

任者はナポッティ・ブル議員(パプア・ニューギニア)である。

会議エグゼクティブ・コーディネーターはシフ・カレー AFPPD事務局長が務めた。

またこの開会式の席上で、前 UNFPA事務局次長であるジョティ・シャンカー・シン UNFPA

事務局長特別顧問に、 20年にわたる7'/アをはじめとする世界の議員活動発展のための尽力、貴重な

支援、絶え間ない資自~に対し、 AFPPD は賛辞と楯を贈呈した。

会議の参加者は「食料安全保障J、「水、食料と人口j、「市民団体と国民参加が食料安全保障に果た

す役割j、「食料安全保障と人口問題における男女平等」その他の重要な課題を討議した。また会議で

はローマの食料サミットの開会セッションで採択される予定の「世界食料サミット行動員十爾J草案も

検討された。

会議は満場一致で「食料安全保障・人口・開発に関するジュネーブ宣言」を採択した。ジュネーブ

宣言は食料を人間の基本的欲求 (basichuman needs)であり基本的人権であると指摘し、開発ア

ジェンダのなかで食料安全保障の問題とそれに付随する社会開発計画を最優先すべきであるとしてい

る。また貧困の撲滅こそ食料確保を改善する道であり、さらに早期の人口増加の安定化が持続的食料

安全保障のための必須条件であるとしている。また人口増加を抑え、安定化させるうえで最善の方法



とは女性に意思決定権を委ねることであると述べた。さらに教育や再生産に関わる権利(リプロダク

ティブ・ライツ)の保障や再生産に関わる健康(リプロダクティブ・ヘルス・ケア)が女性の意思決

定への参加を進めるうえで重要な第一歩になるとしている。

ジュネーブ宣言て、は世界各国の議員が公約を具体的な行動に移していくことを呼びかけている。ま

ず fローマ宣言Jと「世界食料サミット行動計画Jをそれぞれの議会で議題にし、図民の注目を喚起

するよう求めている。また報道機関がローマで合意された公約を広く報道するように働きかけ、食料

安全保障を妨げる根本約な原因、特に人口に関連する要因についての認識を高め、これら問題を解決

するために必要な国家レベル、地域レベル、世界レベルでの共同行動の必要性について述べている。

ジュネーブ宣言を通して国会議員はさまざまな重要な呼びかけを行った。なかでも「すべての人々

の基本的人権と基本的自由を保護し、食料安全保棒に影響する意思決定や行動について男女の完全で

平等な参加をはかり、農村部における食料生産者、特に女性について、融資、適切な技術、土地や水

資源など生産的資源の利用や所有権を与える立法を行い、女性と男性双方がリプロダクティブ・ヘル

ス・サーどスを享受し、再生産に際わる権利(リプロダクティブ・ライツ)の保護を図り、すべての

入、特に女性と少女が、教育を受ける機会を促進するように iとの包括的な行動への呼びかけを行っ

た。

また参加回会議員は、ジュネーブ宣言に明示された課題解決のために「行動への呼びかけj を実行

に移し、国家規模や世界規模で新たに求められる資源の効果的活用や再配分に向けて働きかけること

を公約した。また世界各国の政策や意思決定者に対し、世界食料サミットの行動計画に記された課題

を再優先して呉体的行動に移していくうえで必要な政治的決意を示すように求めた。さらに、最近の

主な国際会議の場で決定した公約を各国が守り、実施に向けて閣内および国際的な優先順位の見直し

を強く要請した。

出席者

次の56か国から国会議員の参加があった。

アルゼンチン、オーストラリア、ベラルーシ、ベルギー、ベニン、ボリビ了、カメルーン、カ

ナダ、中央アフリカ共和国、チャド、チリ、中園、キプロス、デンマー夕、ジブチ、赤道ギニ

ア、ブィジー、ギニア、ギニア・ピサウ、ハイチ、ハンガリー、インド、インドネシア、イラ

ン、ジャマイ力、臼本、ヨルダン、ケニヤ、キルギス、マラウイ、マレ-:/了、モーリシャ

ス、メキシコ、ナミビ了、ネパール、ニジエール、パナマ、パプアニューギニア、ポーラン

ド、大韓民国、セイ y ェル、スロパキア、南アフリカ、スペイン、スリランカ、スワジラン

ド、スイス、タイ、トーゴ、チュニジア、ウガンダ、英国、タンザニア、ベトナム、ザンピ

ア、ジンハブエ他

現地における準備は UNFPA欧州連絡事務所の協力のもと、人口と開発に関するアジア議

員フォーラム (AFPPD)泊、行った。

出席者のリストは本報告書付録として添付されている。
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A

曾 式
国際食料安全保障・人口・開発議員会議の開会式は1996年11月10日スイス・ジュネーブのホテ

ル・ペンタのロンドン・ルームで開催された。会議の運営委員会議長である桜井新 AFPPD議

長が議長を務めた。また司会は会議ヱグゼクティブ・コーディネーターのシフ・カレー AFPP

O事務局長が務めた。会議はスイスのウォルヲー・ B'ガイガ一、国際機関代表部大使の宣言

により開会された。
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」会』 露呈器

官ま 晶開
( 要 旨 )

-==圃
R 

ウォルター・ B・ガイガー
スイス国関連代表部大使

ウォルター 'B・ガイガ一大使はスイス政府を代表して参加者への歓迎の言葉を述べた。ジュネーブは

国際協力活動の中心であり、人口、食料安全保降、開発など冨際社会が直面する大きな問題を討議するの

に、特に適した場所である。

ローマで開催される世界食料サミ y トは新しい機関や基金の設立を記念したものではない。農業や農村

開発などへの投資など、優先課題に!亙際社会の呂を向けさせ既存の資源の再配分を促す機会である。人

口、食料安全保障や開発の問題の解決には、政府、国際機関、非政府機関 (NGO)、そして民間部門の効

果的かっ密接な協力が必要である。

また、この栂互協力は世界の飢餓の主原因ともいえる貧困の根絶にも不可欠である。スイス政府は食料

安全保障確保のために 4つの行動を優先課題としている。Jlnち「民主主義、健全な政府運営と人権尊重の

推進J、「農村開発の地方分権J、I天然資源の持続可能な管理と持続可能な農業政策と農業手法人そして

「分散化された農村開発計磁における、地元または地域組織、特に女性クループの参加j であると述べた。
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際線機騒襲撃 緩機機懇

歓 迎 挨拶
桜井新

運営委員会議長・ AFPPIコ議長

アフリカ・中東人口・開発議員フォーラム

(FAMEPPD)、アメリカ地域人口・開発議員

グループ(IAPG)、人口と開発に関するアジア

議員フォーラム (AFPPD)をはじめとする地峡

議連代表の皆様、各国代表の皆様。安藤博文国連

人口茶金事務局次長。ご参会の皆徴。国際食料安

全保障・人口・開発議員会議にご参集賜り、厚く

厚く御礼申し上げます。

私たち人

しかし、私たちはかつて、人類という共通の意

識を持ち得たことがあったでしょうか。わずか50

年前には、世界を巻き込んだ大きな戦争が起こ

り、今でも、世界の各地で争いの火種は尽きてお

りません。私たちは、同じ人類でありながら争い

あってきたのです。そこに、多くの理由があった

ことは、言うまでもありません。しかしながら、

私たちは他の民族、般の国を共通の利害関係の中

にいる友人

として見る

のではな

く、科書の

反する恐る

べき敵とし

てあまりに

も見すぎて

きたのでは

ないでしょ

うか。

類は、今、

大きな岐路

に立たされ

ています。

食料安全保

障と人口問

題を解決

し、持続可

能な開発を

実現し、人

類の文明を

次の世代に

引き継ぐこ

とのでき

る、永続的

な繁栄への

道か、それ

歓迎挨拶をする桜井新 AFPPD議長

今、私た

ちに求めら

れているの

は、各国そ

れぞれの利

害の相違に

注目するこ

ともこの問題を看過し手をこまねくことでもたら

される滅びへの道か。この大きな分かれ自に立た

されています。今、私たちに突き付けられている

問題は、人類全体が直面している問題です。この

問題に取り組むためには、この問題の解決が人類

共通の利益であるということを強く認識すること

が必要です。私たち、人類の叡智が筒われている

のです。
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とではありません。人類共通の利益である、この

大きな課題に取り組むために共に手を携えること

です。この問題への対応を誤ることは、人類自体

がこれまで築き上げてきた文明・文化の崩壊を意

味します。ここには勝者はし、ません。人口の増加

と食料供給が、この地球の生態系の限界を超えた

とき、どんなに、強力な力を持った国であっても

生態系の崩壊が引き起こす災厄から逃れるわけに



はいかないのです。

この問題を解決に導くうえで、私たち国会議員

が果たすべき役割lは大きなものがあります。私が

議長を務めております「人口と開発に関するアジ

ア議員フォーラムJは「一人の子供であっても飢

えて死ぬことない社会を作るj という目的を持っ

て活動してまいりました。これは、私たち人類の

願いであり、祈りではないでしょうか。

食料安全保降、人口問題の解決を最も脅かして

いるのは、社会的な不安定性であり、紛争です。

社会が不安定で、紛争に巻き込まれているなかで

は食料安全保障、人口問題の解決はありません。

人類に突き付けられた、「人口と食料安全保偉問

題Jを解決するために、私たちは堅固な意志を

持って争いを止め、その資源を「人口と食料安全

保障問題Jに向けなければならないのです。

争いは、恨(うら)みを産み、↑艮(うら)みは

さらなる争いを産み、人々を貧しさと惨めさのな

かに突き落とします。

この争いを止めるための方法は、既に2500年も

前に示されております。

rl.良みは恨みによっては熔(やま)ず、恨みは恨

みなきによってのみ総(やむ)Jお釈迦様の言葉

です。私たちが、隣人に恨みを見出すのではな

く、共通の課題に取り組む「友j であるというこ

とを理解し実行したとき、この問題は、解決へと

向かうと信じます。

私たちは、国会議員として、それぞれの選挙区

の利益を代表する存在です。しかしながらそれと

同時に、国会議員は、富民と政府をつなぐ存在で

あり、国全体の、そして人類討会全体の未来を決

定してし、く妻任を持っているのです。

私たちが、まず、問題を明確に認識し、堅罰な

意志を持って、たゆまず行動を行えば、人類の未

来を明るいものとすることができるのです。食料

安全保障についていえば、私どもは今、環境と調

和的な食料開発を実現するための閏際的な枠組み

を作り上げることが求められています。各国の環

境・生態系・文化に適合的な食料生産を行うこと

が、長期的な食料安全保障問題を考えるうえで重

要で、そのための間際的な枠組みを作り上げてい

くことが重要ではないでしょうか。これから、熱

心な討議が行われると確信致しております。

この私たちの討議の結果は重要なものです。人

口と食料安全保障の問題を解決していくうえで

は、この成果を実際の国際的な政策に反映させて

いくことが最も重要です。私たち一人一人が充分

な討議をi'fい、それを実行に移していくよう共に

手を携え、働きかけていこうではありませんか。

ご静総ありがとうございました。
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挨 拶
( 要 旨 )

安藤博文
UNFPA事務局次長

安藤博文 UNFPA事務局次長は、近年の図

連主催会議やサミットから生まれた国際合意の形

成を行うために、世界各国の議員を集結させた

AFPPDのこれまでの疲れを知らない努力に対

し敬意を表した。特に、図際人日開発会議(JCP

D)、世界初会開発サミット (WSSD)、第<1[ij]世

界女性会議 (FWCW)において各国議員の貢献

が顕著であった。これらのすべての会議にあわせ

て議員会議が事前に開催されており、それらの議

員会議は AFPPDが主唱したものである。

さらに世界食料サミットに向け、 AFPPDは

9月に開催された AFPPD大会をはじめ、いく

つかの重要な活動を行いその準備を進めてきた。

アジア・太平洋地域29か闘が参加した AFPPD

大会は、オーストラリアのキャンベラで開催さ

れ、「食料安全保俸・人口・開発に関するキャン

ベラ宣言Jを採択した。 rキャンベラ宣言Jは、

食料安全保障および人口問題の分野における共同

で取り組むべき活動に対し、議員がしゅ、に自分の

問題として関わっていくかについての議員の意思

表明である。

ローマ食料サミットに参加する各国首脳陣は、

ある逆説に直面することになる。昨今の世界の食

料の絶対供給景はおよそ58億人の世界人口に充分

な量であるにもかかわらず、 8億4，100万人とい

う驚異的な数の人々が、その必要栄養量を満たす

だけの作物が生産できない、その他の食料供給に

頼る手段がない、または手段があっても充分では

ないといった理由から、慢性的な栄養不良に悩ん

でいる。次世代には総食料需要を決定する人口の

増加もあり食料不安が大きく増大するものと見ら

れる。

ここ30年間、農業技術の発展により食料生産の
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{申びは人口増加を追い抜いてきた。しかし不公平

な社会・経済状況は、環境の懇化とともに貧しい

者たちが飢餓から解放される権利を奪い、社会の

片隅に追いやってきた。その結果、世界的な食料

生産量は拡大しているにもかかわらず、国際社会

は地域、図、地方、家庭での公正な食料確保や食

料供給をiJうことができなくなっている。その結

果、貧図や栄養不良に悩む総人口は過去20年閤増

加している。

食料安全保障とは単に農業生産の拡大が問題で

はない。それは、全体的な観点からのアプローチ

を要し、その解決には複数の回答がある多面的な

街題であり、食料獲得のためには貧困との戦し、や

持続可能な農業や食料生産への取り紐みが必要で

ある。同時に将来的な食料安全保障のためには、

世界の人口増加率の低下が必要である。この点を

踏まえill界食料サミット行動計画の起草者たち

は、 ICPD行動計闘に明確化されたように、開

発戦略や計画、意思決定過程に人口問題を統合的

に組み入れ、世界人口の早期安定化を実現するこ

とが世界各地の地域的な食料保際、世界的な食料

保俸のいずれにも重要であるとしている。

国際社会は ICPDの掲げる目標に向けて一層

の努力を行わねばならない。この目標とは2015年

までにあらゆる人々を対象として家族計画や性に

関する健康など、リプロダクティブ・ヘルスケア

を利用可能にし、2015年までに万人が初等教育を

受けられるようにし、2005年までに初等・中等教

育における男女差を縮小しこれからの10年間に

幼児および妊産婦死亡率を低下させるなどである。

続けて、土地所有や相続、融資、技術や市場を

はじめ、教育や 1)プロダクティプ・ヘルス(再生

産に関わる健康)や家族計画まで含めたヘルスケ



アにおいても、女性に平等の権利を与えることが

食料生産能力を高め、最貧の人々の食料確保策を

充実させると強調した。またこれらは同時に家族

が貧困から脱出することを効け、人口増加を抑制l
し、安定化を促すことになる。また男性について

は殺としての責任や家族に対する責任を受け入

れ、より広い社会における女性の役割を認める必

安ーがある、と述べた。

最後に、 1世界食料サミットの場で持続可能な開

発を達成するうえで必要な人間開発へ向けての合

意を達成するための討論の実現と、実行計画を生

み出す上で、ジュネーブ会議や世界食料サミット

への議員参加が果たす重要な役割lついて触れた。

参加した日本議員回
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参加者を代表して感謝の曹葉
(要 旨 )

グレース・アケロ

ウガンダのグレース・アケロ議員が、会議に参

加した議員を代表し、会議のホスト閏スイスと主

催者に対し感謝を表明した。

私たちが取り組まなければならない人口・食料

安全保障と開発問題の根底には、現住女性が置か

私一一一~ ~~ 

れている厳しい状況がある。食料安全保障の問題

解決には社会的、政治的、経済的な力を9:t生に与

え、女性の地位向上を図ることが必須であると述

べた。

参加した各国議員間
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き

会議の要旨:セッション 1"'-'セッション 7

セッション 1 食料安全保障・人口・開発

セッション 2 食料安全保障に向けての持続可

能な道

セッション 3 水、食料と人口

セッション 4 パネル・ディスカッション

セッション 5 パネル・ディスカッション

セッション 6 食料安全保障と人口問題におけ

る男女の平等

セッション 7 食料安全保障・人口・開発に関

するジュネーブ宣言の採択
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セッシ冨ン1 食料安全保障・人口・開発

レスター・ブラウン(ワールドウオッチ研究所所長)

「食料安全保障、人口と開発j に関する発表の

中で、ワシントンに本拠地を霞くワールドウオッ

チ研究所のレスター・フラウン所長は「食料不足

とそれに伴う食料価格の上昇は、新しい持代を規

定し特徴づけることになる。食料不足は、入額の

食料需要の拡大と地球の自然が持つ限界によって

生じることになる。たとえば、海洋漁業における

持続可能な漁獲最は限られたものである。農業に

おいては謹概用水源である地下水の貯水量、品種

によっては肥料使用に対するその作物の生物的限

界などが、食料生産を行なう上で地球上の自然の

限界を形作ることになる。

事実、 1950年から1989年にかけて海洋漁獲高は

し900万トンから8.900万トンに増加した。しかし

1989年以降、漁獲高の増加は見られず、その結

果、 i世界人口 i人当たりの漁獲量は11%減少し

た。さらに国連食糧農業機関 (FAO)によると

15の海洋における漁獲できる水産資源はほぼ限界

に逮しているか、または淑界を超えている。 13の

海洋ではすでに減少傾向が見られる。

現代は、食料供給を拡大するうえで、人類史上

初めて農業生産が不足した場合にその不足分の補

充を漁業に依存できない時代になった。陸上での

食料生産も減少化の傾向がある。穀物生産は1950

年から1990年にかけて 3倍になった後、 1990年の

豊作を最後にほとんど横ばいを続けている。その

原因は森林減少、土壌侵食、工業化や都市化によ

る農地の減少などであるとされる。また二酸化炭

素やメタンなと温室効果ガスの増加やそれに伴う

渇暖化といった気候変動も作物生産に影響を及ぼ

している。

世界の穀物生康量が伸び悩みを見せているのに

対して、毎年約9.000万人にのぼる人口増加は需

要を拡大させる。またアジアの国々が豊かになる

につれ、穀物を直接消費するのに比べ、穀物を
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使って生産する 食物連鎖のなかで一段階上に

なる 資産物の消費が拡大しており、それが穀

物供給を新たに圧迫する原因となっている。たと

えば中国は日本に続く世界第 2位の穀物輪入国に

なりつつある。需給ハランスの不均衡は将来的な

価絡高騰を引き起こさざるを得なくなるであろう。

貧しい消費者にとって食料価格の上昇は死活問

題である。食料価格の高機はかつてないほど多数

の人々を国境を超えた移動にかりたてるだろう。

また食料に起因する暴動の発火点となろう。食料

不足によって政治が不安定となり経済発展が脅か

される。人口増加が自民内での生命維持システム

による食料供給能力の限界をすでに超えた開発途

上国政府は、人口政策上の厳しい選択 現在の

国民のリプロダクティブ・ライツを守るべきか、

または子孫の生存権を優先させるべきか を迫

られることになる。

食料と人口の調和を得られるかどうかは、農業

生産者や漁業従事者ではなく家族計頭の専門家に

委ねられている。食料安全保障への道は家族計画

への投資、途上陸における少女や女性の教育、女

性にさまざまな機会を拡大させることが非常に重

要である。このような視点を含め、農業問題担当

者が人口問題担当者に対し支援と協力を呼びかけ

ることができれば、世界食料サミットの最大の成

果となるだろう、と述べ、ブラウン所長は講演を

結んだo

質疑応答

松下宏、洋衆議院議員がレスター・ブラウン氏に

対して「人口、農地、今後予怒される需要の増加

などを考えると各留の生産や自給率を高める努力

が必要だ。われわれにはアジア・モンスーン地帯

のなかで、コメを基本として食料を作り続けてき

た数千年にわたる歴史がある。各国でしっかりと



農業生肢を続けてし、かないと食料安全保障は破綻

すると思うが、如何j と質問を行った。

レスター・ブラウン氏はこの質問に対して、こ

れまでの経済は「余剰j を前提とした絞済であ

り、この前提の下で I経済合理性j が築き上げら

れていた。ところが、人口増加や環境、持続可能

性などの観点から考えると今後の経済は「不足」

を前提とせざるを得ない。この「不足j を詰iH是と
したなかで食料安全保障の問題を考えると日本の

ように生産余力のある土地では食料を生産するべ

きであり、その生産基盤は絶対に確保しなければ

ならないものであると返答した。

その後、討議は引き続き行われ、ある参加者よ

り農業や食料生産部門への投資拡大が開発途上国

における食料安全保障への優先課題ではなし、かと

のコメントがあった。環境に優しい技術の移転を

はじめとする先進国・途上陸閣の国際協力が不可

欠である。さらに農業に関連した訓練や科学研究

を促進する政策や計衝を支援すべきである。食料

安全保障を考える擦にはバイオ・テクノロジーや

遺伝子工学、さらにはこれらの倫理的側面やモラ

ルへの影響なども考慮、に入れるべきだろう o 日1)の

参加者からは、食料需要の拡大と農地の不毛化を

祝野に入れれば、各国とも食料自給力を高めるべ

きではないかとの指矯があった。

また、)JI)の参加者は、新しい貿易条約が途上毘

における自国の農業生産者や食料生産活動に対す

る保護能力を損なうと指檎した。食料生産国は世

界貿易機構 (WTO)を通して途上国における食

料生産補助金政策の撤廃と市場の解放を求めてい

るが、食料危機を途上国にもたらす結果となるだ

ろう。また別の参加者は、たとえばウガンダの湖

沼におけるホテイアオイの異常な繁殖など、環境

的要因が食料安全保障への重大な脅威となってい

る点を指摘した。

ブラウン氏は参加者からのコメントに対して、

農業や食料生産部門への投資拡大が食料安全保障

への鍵であると同意した。世界銀行や FAOに

よる余剰農産物の予測を考えれば、これらの部門

への追加資源の導入は難しい。ハイオテクノロ

ジーや遺伝子工学を食料安全保俸を達成するため

の一つの要素として考えることは可能であるが、

これら科学技術がもたらす生産量の拡大はごくわ

ずかなものにしかならない。食料不足が生じた際

には不足状態時での政治が行われることになり、

輸出は制限されるだろう。この点を踏まえれば、

食品輸入国が園内生産保護に向けての政策や施策

を構築すべきだろうO 食料不足の時代を想定して

各国は、食料確保について自己評価を行うべきで

ある。最後にブラウン氏はウガンダの湖における

ホテイアオイの問題について、外来種の移入に

よって天然の生態系が乱されている 例であると

述べた。

セッション2 食料安全保障に向けての持続可能な道

ボー・トン・ズアン博士(ベトナム・カン卜一大学教授)

ベトナムの出会議員でもあるベトナム・カン

ト一大学農業経済学教授ポー・トン・ズアン|専土

は、限られた資源で進歩的で持続可能な食料生撲

を行うためにコミュニティ、国家、地域、そして

国際レベルでそれぞれ実施されるべき異体策を挙

げた。ベトナムでの経験を挙げながら、需給バラ

ンスに支配された市場経済ルールが農業生産に果

たす重要な役割、特に地元農業生康者に対する影

響の大きさについて述べた。

2025年には総人口が80億になると推定される世

界的人口増加を考慮すれば、世界の食料生産には

年間 2%の成長が必要とされ、途上国に限れば

3%の成長が必要といわれている。アジアに限っ

て見ても、増大する消費に追いつくには現在の米
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の生産景 4億9，000万トンを2025年には 8億4，00日

万トンにまで拡大する必要がある。人口増加が続

けば人口 i人当たりの耕作可能面積も世界的に低

下する結果となる。これらの社会・経済的変化を考

慮して次のような行動をズアン博士は提案した。

1 )食料穀物の在庫を確保する食料備蓄を家庭、

国家、地域それぞれのレベルで行う。

2)小作農家への奨励策として土地使用権を確立

させる。また包括的な参加策を講じ、近代的な

土池使用方法を普及させる。

加えてズアン博士は、政策決定を合理的に行

う場合、リソース・マネージメント・ドメイン

(RMD:資源管理領域)が有用な方法であると

述べた。

RMD法とは、農業開発を1]う場合に、その

最適な開発を11-うために、土壌の性質、水利施

設、気象条件、績生、病害虫等の自然科学的条件

ばかりではなく、社会経済的な条件も組み込んで

意思決定を行う方法である。

この Ril，01Di:去は、市場原理に反応するすべて

の生物学的要因と社会経済的要因を考慮に入れ

る。この方法は農業政策に携わる政府職員から

地元の農家まで広く応用することが可能であるO

RMD法は市場原理に適った、最も適切で、自

給自足で持続可能な農業方法といえる。 RMDの

データはまた国家や地域での食料モニタリンクを

行う際に利用できる。

持続可能性という意味では生産者が利益を得ら

れ、かっ消費者にとっては購入可能な価格で得ら

れる作物が必要とされる。そのために次のような

施策が考えられる。労働集約性が高く杷料や農薬

などの農業投入物をあまり使わない、小額の投資

で導入可能な技術を利用した低コスト生産による

収穫量の拡大。米以外の食料作物の導入。そして

富康と水産における変革である。またズアン博士

は FAOが提唱する「持続可能な農業と農林開発

(SARD)Jの方法を効果的な参加型のボトム

アップ方式であるとして紹介している。また持続

的な食料生産に向けての具体策として以下を挙げ

fこ。
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1) i濯j続方法の改善や雨水利用を技術を駆使した

賢明な水利用O

2)有機肥料と無機肥料の配合や、基本的栄養素

であるN-P-]((窒素・リン酸・カリ)に土

壌条件や、植物別に必要な微量成分を加えるこ

とにより環境と首都日した総合的病害虫・肥料管

理(IPNM)。

3 )従来の品種と品穏改良された作物からの最適

な組み合わせによる品種改良。収穫後の取扱方

法改善による損失の削減などである。

農業生産支援サーどスとしては農業普及活動の

拡充に加えて、農業銀行や女性向け融資グループ

や特定産物生産者グループおよび協同組合からの

磁資への道を開くことが最も重要で効果的である

とズアン博士は述べている。 流通および価格政策

面で政府はすべての展民が食物入手可能となるよ

うになんらかの流通に対する対応策(たとえば配

給制度など)を講じ、農業生産者に対しては生産

を奨励する意味で農産物について悩格保障を行う

ことが有効であると考えられる。また農家が十分

知識を得たうえで意志決定ができるように、イン

ターネットや農業技術普及情報網などを通して市

場情報などを利用できることが重要であると指摘

した。またズアン博士は世界貿易機構のシステム

内において、先進国の政府からの補助を受けてい

る生産者が、そのような便宜を受けることのでき

ない途上国の生産者に対して不当に有利な立場を

被ることにならないよう、特に注意すべきである

と強調した。

最後にズアン博士は政策決定者である議員に

対し、農業研究や NGOへの支援をはじめ、

GATT規定のなかから食料穀物を除外すること

など、持続的食料生産を推進する課題に対し、政

治的決意と資源をもって国家レベル、世界レベル

で奴り組んでほしいとのアピールを行った。

質疑応答

日本の松下忠洋衆議院議員が WTOから食料

貿易を外すというズアン議員の主張に対してその

理由をたずねた。そして、アジア地域において食



料が持つ文化・社会的な意味について触れ「アジ

ア地域のコメ問題は国の存亡に関わるものだ。日

本においてもコメは二、三千年の歴史があり、田

植えや、収穫は国の記念Bや集室行事にも多くの

関わりがある。天皇陛下が皇后で田植えをされた

り、収穫を祝って祖先に捧げられたりして神聖な

行事となっている。このようなものを絞済合理性

だけで判断する WTOでほかの財と!司ーの基準

で扱うのは如何なものか。これらの文化的・社会

的意味を考えればアジア地域の農業は、単なる貿

易上の比較優位論で考えるべきではないし、環境

の面においても農業の持っている重要性は大き

く、環境を維持するためにも農業は重視されなけ

ればならなLリと述べた。

この質問に対してズアン議員は、「食料貿易を

経済合理性だけで行うことで途上国の環境が破壊

されている。先進闘で消費されるエビの養殖で、

ベトナムは台湾やフィリピンと競争したが、その

結巣、エビ養殖のためのマンクローブの開発が行

われ、マングロープは焼失し、農民は破産した。

また、現在食料を輸出しているアメリカやオース

トラリアが今後もずっと輸出できるという保証は

ない。経済合理性だけで判断されたときに、環境

の保護や食料輸出国が不作だった場合、どのよう

に対応すればよいのだろうか、多くの悶は非常な

困難に底而することになる。しかし多くの国は

その意味するものを充分に理解しないまま、経済

合理性で閏際的な尺度を統一しようとする WTO

協定に署名している。

このような観点から食料を WTO協定から外

すべきであると考えているJと述べた。

一人の参加者は、対外債務の問題について触

れ、債務返済が途上i習の経済発展や食料安全保障

を困難にしていると指摘した。国内そして対外的

な政治安定と平和こそ持続可能な食料生産と発展

の前提条件であると意見の一致が見られた。持続

可能な食料安全保障のためには国際自由貿易制度

からコメなどの農産物の除外も考える必要があ

り、各国の経済状況や文化的背景などに相当の注

意をはらうべきであると何人かの参加者が強調し

た。

また{也の参加者からは国家約研究に対し、二国

潤協定を結ぶなど農業研究に対する資源配分の拡

充が国際社会に求められた。一人の参加者は穀物

や食品の販売利益が実際の生産者の手に渡らず、

先進国にある民間企業に渡り、投機的穀物先物取

引に利用され、途上国の農家を搾取する給果に

なっていると強調した。もう一人の参加者は機械

化の問題について触れた。急激な機械化への盲白

的な追従に注意を喚起し、各コミュニティの社会

経済的要因や文化的要因に合わせたプロセスと

ペースで機械化を進めるべきであると指摘した。

また男女を問わず既存の、その土地固有の技術が

利用できるように一層の注意をはらうべきである

とf旨;高した。

スアン博士は参加者からのコメントに対し、貧

悶こそが草の根レベルでの食料不安の主な原因で

あると注意を喚起しまた食料安全保障問題の多

面性について政治的リーダーや国際機関が認識を

高めるうえで、開催を投えた世界食料サミットが

理線的な機会となると述べた。またサミットは国

際金融機関の融資方針について再検討する理想、約

な機会であるとも述べた。ズアン博士は食料穀物

を WTOの規定から!徐外すべきであるとしたう

えで、知的所有権のなかで伝統的な土地周有の知

識や技術に関する視点を含めるべきであると述べ

た。また国家や地域が伝統的な薬草の使い方や食

品加工法について特許権を持つべきであるとする

意見に同意した。

長後にズアン博士は、予測不可能な自然環境や

政治環境を考慮に入れ、各国とも主食については

自給を目指すよう努力すべきだと述べた。
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セッション3 水、食料と人口

マリン・ファルケンマルク教授(スウヱーデン自然科学研究会議)

水、食料と人口に関する発表のなかでスウェー

デン自然科学研究会議のマリン・ファルケンマル

ク教授は世界の食料安全保障には有限の資源であ

る水の有無が密接に関連していると強調した。 地

球上のある地域では、水資源の枯渇がますます作

物生産を圧迫し、食料輸入への依存を迫られてい

る。この傾向は特に急激な人口増加が生じている

乾燥気候の医々で、顕著である。水の確保は政策決

定者が注呂すべき社会経済発展の蒸本条件である。

作物は主に 2つの水源に依存している。それ

は、土壌に含まれる水や地下水と河川である。気

候は作物生産に利用可能な水資源を左右する主因

である。不十分な降雨量や帯水層の枯渇が作物収

穫量を脅かす。人口規模が大きければ大きいほど

進級等による社会的や経済的な水需要が増える。

しかし水資源の配分を行なう上で瀧搬用水は家庭

用水や工業用水と競合してきた。人口、気候、特

に乾燥、そして水資源の有無が国家の食料自給を

左右してきた。最近の研究では乾燥気候の冨の多

くは食料自給の可能性が遠ざかりつつあることを

示している。将来的にはオーストラリアや中央ア

メリカなと、水資源が豊富で人口増加率の低い

冨々の湿地が食料生産の中心となると思われる。

水資源の枯渇によって食料自給の継続が不可能

になる毘々は、食料輸入の代価として何を輸出す

べきかを決定するために、自毘の比較優位性につ

いて検討すべきである。最近の函連天然資源弁務

官 (UNCommission on Natural Resources) 

の勧告にあるように水資源の枯渇に蕊面した国々

は、早急に社会経済的な計画において水利用の制

限策を導入すべきである。ファルケンマルク教授

は各国政府に対し食料安全保障に向けての行動を

提案した。そのなかには水資源の枯渇を怨定した

貿易政策を考慮するための危険地域の分析や、農

業従事者に対する啓発活動や識字率向上計画等に
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よる能力開発や雨水利用による農業の推進などが

含まれる。最後に各国政1Mが水需要の逼迫や食料

需要の増加を抑制させる手段として人口増加の回

避をとらえるべきであるとしている。

質疑応答

何人かの参加者が塩害から濃瓶、砂漠化、水資

源の枯渇まで、さまざまな問題に触れ、自国にお

ける水資源の状況について説明を行った。資金不

足と不充分な技術移転が途上国の上水道普及を妨

げる主な理由になっていると参加者より指摘が

あった。先進国は途上僚における|注水学への投資

などに興味を持たない。さもなければ、淡水化技

術などの技術を販売することにのみに専心してお

り、その技術の価格は途上国がとても負担できる

金綴ではない。

一人の参加者は水確保に関連した技術はすべて

の政府および農業従事者に解放すべきであると述

べた。一人の参加者は季節的な降雨と長期的な乾

期を考えると、雨水を利用した農業には難点があ

ると指摘した。日1)の参加者は「重大な渇水状況に

ある国々または特にアフリカにおける砂漠化対策

のための留連条約j を国際社会において実施し、

対象となる国々が社会・経済的発燦や国際経済へ

参加することを可能にすべきであると述べた。も

う一人の参加者は、大規模開発プロジェクトに

よって実現される安全で清潔な飲み水を得る権利

が、 方的な環境緩や人権上の理由から脅かされ

るべきではないと説いた。何人かの参加者が水管

理における民間部門の役割lやオゾン層の破壊、溢

媛化なとーの気候変動について、先進国によって途

上国へ環境問題のツケが搾し付けられている問題

を提起した。一人の参加者はアフリカでは水に加

えて土地の所有権が食料安全保障の妨げとなって

いるとf旨摘した。



質問に対する回答

ファルケンマルク教授は参加者のコメントの多

くについてまんべんなく触れた。乾燥気候の悶で

は高価な淡水化技術の費用負担に太錫エネルギー

の利用を充当することが可能だ。国内的または国

際的大規模水関連プロジェクトの実施に関して

は、社会経済的負担と社会への利益の両方を並行

して討議すべきである。砂漠化の問題は、地面へ

のノ'Kの浸透を妨げる地層形成を行うことによっ

て、対応策が可能となるかもしれない。水管理に

おける民間部門の役割は、公的権限のもとに行う

プログラムの実施に制限されるべきだろう。上

流/下流での河川の水の奪い合いは国際条約や 2

図間合意で河川の水と、河川|の水源て、ある雨水に

対する権利について取り組むべきだろう。最後に

先進国から途上国への技術移転には、 i昆携のみに

適切な概念やモデルをそのまま移転し、「気候的

違いJを十分に考慮に入れていない場合があると

述べた。

セッション4 市民団体と国民参加が食料安全保障に果たす役割

ジョティ・シャンカー・シン (UNFPA事務局長特別顧問)
ジャビー1.'トレス・ゴイティア博士(アメリ力地j，主人口・開院罰金議員ゲJトプ(lAPG)髄

-ジョティ・シャンカー・シン

(UNFPA事務局長特別顧問)

自IiUNFPA事務局次長であるジョティ・ンヤ

ンカー・シン UNFPA事務局長特別顧問は、

まず frtJ民団体Jの概念と定義に注目した。 γン

顧跨はこの用語が人口、環境、女性のエンパワー

メント、貿易、援助と開発、民族や宗教の多様性

などの社会・経済問題に関心を持った NGOをは

じめ、さまざまな支援団体にいたるまでを含むこ

とに注呂した。シン顧問によれば、この用語はさ

らに労働組合、共同組合、地元コミュニティーク

ループ、メディア、宗教居体、青少年団体、学会

や研究機関までも含む概念であり、市民社会とは

簡単にいえば悶家と民間部門と協力して活動を行

うトリオの一員である。

また、国によって市民団体の役割が異なってい

ると述べた。シン顧問は、ここ30年院に国境を超

えて同じ問題に取り組む市民団体グループや協力

体制の形成が見られたことについて注目してお

り、また最近の一連の国連会議が、環境、人権、

人口問題、社会発展、女性や食料などの市民団体

の国際的協力体制の形成に役立つたと述べた。田

連会議への市民団体の参加や彼らの準備過複は、

国内政府や国際社会に対して進化する市民団体の

役割をl~j証した。一つのj7ljを挙げれば、人口と開

発に関する国際会議の場合、組織や交渉を通じ、

国際的アジェンダの形成や会議諜題に関する行動

B擦に対して、国内支援を結集させるなどの中心

的役割lを市民間体が果たした。

市民団体グループは、また、国の代表団のメン

バーとして準備会議に参加したり本会議に参加す

るなど、政府職員とも協力して活動にあたってい

る。さらに国際会議における行動計画の実施に向

けてのフォローアソフη活動については、政府や市

民団体グループが協力して取り組んでいる。しか

しシン特別顧問は、政府によっては NGOを完

全に信頼しておらず、また NGOによっては、

政府主催の計画への参加によって立場の独立性が

脅かされると懸念している。その一方で国連機関

や会議終了後のフォローアップ作業を担当する団

体に、市民団体のフォローアッフ。活動への参加を

継続させるための共通枠組みの必要性を認識させ

る上で、市民団体の経済発展や社会発展に対する

関心や熱心さが重要な役割を果した。意志決定や

国内と国際的な場における問題解決過程への参加

なと、市民団体の役割強化に関する 3つのキーコ

ンセプトとして、支援、交渉、パートナーシップ

を挙げた。人口や食料安全保障と開発においては
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問題の明確化や解決にi探して市民図体の参加は不

可欠である。人口増加と食料生産、食料安全保障

と環境、コミュニティーの発展など国会議員活動

が特に関心を持っている課題について、共通理解

を得るためにも市民団体の参加は特に必要とされ

る。また食料安全保障や開発の推進に関しては民

間企業や面体の役割jがますます重要になってきて

いると、シン特別顧問は述べた。

-ジャビール・卜レス・ゴイティア博士

(アメリカ地域人口・開発議員グループ (IAPG)

i義長)

アメリカ地域人口・開発議員グループ(IAPG)

議長でありボリビア上院議員のジャビール・トレ

ス・ゴイティア博士はその発表のなかで、まず飢

餓と栄養不良が家庭や国家に及ぼす影響について

述べた。

家庭における飢餓は、生産性の低下、不健康、

身体の成長不良、特に女性や子供の劣悪な健康状

態、高い出生率と高い乳児死亡率、そして貧困の

蔓延をもたらす。国家レベルでは飢餓が生産性の

低下、社会経済格差の拡大、持続不可能な農業方

法、森林の消滅と環境の悪化をもたらす。

これらの問題の解決には包括的手法が必要とさ

れる。持続可能な発展を達成するには、政府の

パートナーとしての市民団体グループの参加が基

本である。資源、知識や権力の獲得が貧困からの

脱却には不可欠である。ボリビアでみずからの生

活に影響する問題の意志決定に、コミュニティー

団体を参加させることによって人々の福祉が改善

された例がある。

ボリビアでは甲状腺鍾の撲滅に地方レベルで成

功した。その理由は、コミュニティーが単なる

キャンぺーン活動の恩恵の受け手ではなく参加者

であったからだ。そのために、自治体に対する権

限や財源の移譲を規定した新法を制定し、歳出や

その他の社会経済的意志決定について地元コミュ

ニティーに権限を与えた。

自分や家族の生活を自ら管理する機会を与えら

れた女性が分権化によって得た利益は大きい。政
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府立法・行政機関と市民団体との協力は可能であ

り、必須である。

質疑応答

何人かの参加者よりテロリズムや麻薬の生産と

流通、時1)裁規約などが食料安全保障への脅威と

なっている点が指摘された。

たとえばスリランカの場合、開発支出よりもテ

ロリズム対策のほうが優先され、 GNPの約5.8 

%に当たる国費がテロリズム対策に支出された。

また世界食料サミットの資料にも明らかにあるよ

うに、国際的な制裁規定はつねに人々の食料への

権利をと奪ってきた。

何人かの参加者よりテロリズム対策における市

民図体が果たせる役割!についての質問が出され

た。また多くの参加者は先進医が絞実験を停止

し、貧しい国への武器輸出を止めるよう求めた。

また貧困や飢餓に鑑みて武器製造と武器貿易の状

態は嘆かわしいものであると何人かの参加者が述

べた。一人の参加者は充分な情報が与えられては

じめて市民間体も呉体的な貢献が行えると強調し

た。市畏団体ヘタイミング良く情報公開を行って

いくことが参加を成功させる鍵である。多国問機

関も市民団体に対する情報公開のためのより良い

機構を確立すべきである。

何人かの参加者が、 NGOによっては政治的理

由や運動を目的としている点を指摘し、政府はそ

のような白的に対してどのように対処すべきかと

の質問があった。一部の国では NGOが政府の

ノqートナーとしてではなく、競争相手として見ら

れている。また途上国向けの穀物や肉類輸出に於

ける先進国の価格設定についても、食料安全保障

交渉のなかで検討すべきである。同様に貿易保護

主義(特に欧州連合における保護主義)が食料安

全保障の精神に反するとの指揚があった。また後

発発展途上国が自尽を発展させ、貧しい留から豊

かな国への人口流失を防止するためにも経済援

効、{責務救済措置や投資促進が必要であると述べ

ら ~1た。

一人の参加者より世界食料サミット開催までの



プロセスでは NGOの役割が重視されていたと

の指摘があった。このことはサミットの開催に向

けての準備会議の開催に合わせて NGOフォー

ラムが開催されたことからも明らかである。国際

的な NGOは国や地域の NGOの持続性と経済

的自立を奨励すべきである。また参加者は市民団

体の発展には平和な環境と安定した政府が必須条

件であると述べた。市民団体は紛争時に機能する

とは考えにくい。また多くの参加者が、女性や女

性団体を意志決定過程に参加させるべきだと強調

した。何人かの参加者よりボリビアにおける貧留

と健康指標改善のための分権化の成功例の詳細に

関する質問が寄せられた。

質問に対する解答

-ジョティ・シャンカー・シン

参加者からのコメントと質問に対してシン特別

顧問は、国または地域レベルの NGOが自立し

独立性を保つべきだとする意見に同意した。同時

に国際団体と関連がある NGOを疑いの百で見

るべきでないと述べた。 rtJ民団体には政治団体や

その他どんなクループとも連携を結ぶ権利があ

り、これは民主主義における基本権利であるo

NGOは公的機関向僚に自己に責任を持ち、透明

性を保つべきである。意志決定過程への交伎の参

加を推進するには 3つの事柄が必要とされる。そ

れは教育、法制化と世論の変化である。これら 3

つが揃ってこそ男女閣の不平等を解消することが

可能となる。

-ジャビール・卜レス・ゴイティア

トレス博士は NGOの協力のあり方に対する

質問に対して、 rNGOの相互協力は情報、技術

や手法の交流を通して行われるべきであり、単な

る資金的な貢献では充分ではないと述べた。ボリ

どアで乳幼児死亡率や他の死亡率低下に成功した

のは、まず初めに人々のニーズに適った、かっ経

済的な解決策を吟味し、その後実施したためであ

るといえる。たとえば経口補水療法 (ORT)や

ヨード塩などの処方による鰭単な解決策によって

下痢や下痢性の他の病気による乳幼児死亡率を低

下させ、甲状線腫の根絶に成功したJと述べた。

セッション5 世界食料サミット行動計画(案)の検討

アルフォンス・マクドナルド (UNFPA欧州連絡事務所長)
ジーン・オーガスティーン博士(カナダE盟国会議員)

世界食料サミット行動計画草案の討議の前に

ジュネーブ UNFPA欧州連絡事務所のアルフォ

ンス・マクドナルド所長とカナダの国会議員であ

るジーン・オーガスティーン博士より背景説明が

行われた。

-ァルフォンス・マクドナルド

(UNFPA欽州連絡事務所長)

マクドナルド、所長が行動計画草案についての概

要と現状までの経過について説明を行った。マク

ドナルド所長は、行動計画草案はそれぞれの立場

に凝り固まった参加者による激しい交渉の産物で

あると述べた。それぞれの利害関係がそれぞれに

つの意見を持つといった状況であった。

行動計画草案は今日までに開催された国際会

議、特にワオ、コベンハーゲン、カイロ、北京会

議での合意事項に基ついて起草されている。

しかし行動計画草案は基本的に政治的な計画案

で、具体案とはいえない。行動計画案は基本的に

は政治的決意を表したものにすぎない。行動計画

案の持っこの基本的性格を明らかにしたうえで、

マクドナルド所長は特に激しい議論が行われた以

下の二点について注意を喚起した。一つはあらゆ

る人間には安全で栄養ある食料を得る権利がある

とする点。もう一つは食料を政治的または経済的

圧力の道具とすべきではないとする点である。
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マクドナルド所長は人口の観点からすれば、草

案はやや期待はずれであると述べた。人口安定化

の問題については一部で触れたに過ぎず、その基

調が人口問題と統合されたものとはなっていな

い。人口と付随する問題について記されているの

は3箇所にすぎない。第 の公約の最初の段落

と、再生産に関わる健康に関連して、文章中 2笛

所で触れているのみである。

マクドナルド所長は行動計画草案にある 7つの

公約の重点について概略説明を行った。第 iの公

約では可能性ある環境の創出、第 2の公約では食

料不安の原因、第 3の公約は食料生産の要素、第

4の公約は貿易問題と食料の分自己、第 5の公約は

人為と白然災害の防止、第 6の公約は資源(財

源)、そして第 7の公約は行動計画のフォロー

アップについて主に触れている。

@ジーン・オーガスティーン樽土

(カナダ呂田会議員)

オーガスティーン博士は世界食料サミット開催

までの経過と、カナダの役割lを中心に話を進め

た。博士は、カナダ政府がこの重要な問題につい

て国民の参加が優先的な役割lを果たすべきである

との信念の下、食料安全保障に対する公的立場を

形成するまでに 8か月の期間をかけ、 350のさま

ざまな国内団体を関与させ、民間の積極的参加を

促した形成過程を報告した。カナダではまたアメ

リカをはじめとする他の数か閏の国々や国際機関

とも貿易、人権、食料を得る権利、行動員十幽のフォ

ローアップなどについて交渉を行ったと述べた。

続いてオーガスティーン博士は世界食料会議に

向けてのカナダの18の優先課題について概要を述

べた。復先課題とは、人権と優れた統治力、貧IE

問題の解決、平和、安全保障と紛争の解決、食料

安全保障に対する図家責任、国内(国民と市民団

体)と国際的なパートナ-:/"Jプ、栄養と健康、

人材開発、性の平等、人口の安定化、貿易自由

化、国際市場に向けての国内農業調整、ポスト

ノ、ーベスト(収穫後管理)と食料市場、民間部門

の役割、能力開発、環境と持続可能な生産、研究
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と技術移転等である。

オーガスティーン博士は食料サミットにおいて

カナダが最も関心をはらっているのは、食料安全

保障のあらゆる側面にジェンダーの視点を取り入

れることである。これは食料分野における女性の

役割lが極めて重要であることを認識しての結果で

ある。またカナダは早期の人口安定化が必要であ

るとする意見に強く同意している。

質疑応答

参加者数人から意見が述べられ、その一つは平

和と安全保輝の跨題であった。その参加者は、超

大国の中には、貧しく飢えた国々に対し食料の翰

出よりも武器や弾丸の輸出により熱心であるとい

う事実に注目すべきであると指摘した。 CNNの

ニュースを見れば、重装備した軍隊によって飢え

た人々が食料の権利を奪われる姿が毎娩のように

映しだされている、とこの参加者は述べた。

jJlJの参加者は国際的な食料安全保障制度の必要

性について意見を述べた。この参加者は食料問題

の原凶は生産ではなく、さまざまな要因によって

その生産された食料を手に入れることができない

ことが問題であると指摘した。現時点で、世界に

は全人口を扶養するに充分な食料がある。しかし

国によっては必要な食料が確保できず、またある

人々は充分安定した食料を入手することができな

いのである。

i世界食料銀行のような機構を通して国際協力を

行うことが、食料不足に苦しむ留に対し時機をと

らえて充分な食料を効果的に入手可能とする唯一

の道である。列席した各議員に向けてこのことを

僚界食料会議やその他の国際会議の場に提起して

いくことを訴えた。

三人目の参加者よりマクドナルド所長に対して

行動計画草案は既に世界食料安全保障委員会の承

認を得ている。塁走に実際上の承認が行われたなか

で、これから参加する世界食料会議でどこが討議

の争点となるのか、という質問が行われた。また

4人目の参加者はオーガスティーン博士に対し一

次産品の価格安定化についてのカナダの立場がど



のようなものであるのかを質問した。

質問に対する解答

覇軍マクドナルド所長

マクドナルド所長は草案が既に内諾された文

章であることを認めたうえで、内容そのものが

FAO 世界食料サミットで再び討議される可能性

は少ないと述べた。しかし殴によっては特定の条

項や概念について保留的立場をとることも考えら

れる。これら保留的立場についてはサミット報告

書に反映される。しかし各医とも機会を見つけ行

動計画に示された各種問題に対する公的立場を表

明できるので、議論が行われないという意味では

なL、。

また世界食料銀行の設立は非常に良いアイデア

であるが、今回ローマで採択される世界食料サ

ミットの行動計画の目的は政治的決意の表明であ

り技術的な可能性を探るものではないと指摘し

fこ。

医オーガスティーン博士

またオーガスティーン博士は平和と安全保障の

問題や世界食料銀行の問題について、これらの問

題はカナダ議会でも継続的に論議の的になってお

り、参加者によって表明された意見については博

士自ら議会にて問題提起を行うと約束した。

セッション6 食料安全保障と人口問題における男女平等

ロゼッタ・タテボ(ガーナ食料農業省・女性問題担当局長)
ミ・アエ・チョウ(韓盟国会議員)

食料安全保障と人口問題における労女平等に関

するセッションでは、ガーナ食料農業省の農業開

発における女性問題担当局のロゼッタ・タテボ局

長と繰間関会のミ・アエ・チョウ議員が発表を

行った。

-ロゼッタ・タテボ

(ガーナ食料農業省・女性問題担当局長)

「ジェンダ一問題、食料安全保障、人口と開

発Jに関する発表でタテボ局長は、ガーナをはじ

めとするサノ、ラ以i'ii地域での経験に基ついた分析

を行った。最近この地域で開催された各種ワーク

ショップの結果を踏まえ、タテボ局長はジェン

ダーと食料安全問題の進展について報告を行い、

今後の改善課題について所見を述べた。

タテボ局長は人口増加(ガーナでは年偶2.5%

から 3%)と人口構造(ガーナでは人口の，10%が

15歳以下)が特に農村部における食料安全保降、

経済的自立、持続可能で公平な開発に及ぼす影響

について強調した。

1992年の「栄養に関するローマ国際会議」で採

択された定義を引用しながらタテボ局長は「活動

的で健康な生活を送るのに必聖書な食料がつねに万

人に入手可能て、あることJを保障した国家と家庭

における食料安全保障の改善を提唱した。そのた

めには食料生産と公正な分配、通年の定期的供

給、そして綬済活動、報酬活動によって食料入手

が可能であることが必要である。より具体的に農

業開発におけるジェンダーの問題に注目すれば、

1995年の第 4回世界女性会議でいわれたように、

経済的、技術的、人的資源を女性にも与え、女性

の経済への穣憶がJ参加を可能とすることが食料安

全保障をもたらし、食料の自給を{足すと強調し

た。女性が家長を務める家庭には経済、社会、農

業や関連面での施策を策定・実施し、支援策を講

じる必要がある。

タテボ局長は、食料安全保障の改善のために

は、人口の成長とそれによってもたらされる消費

需要の拡大を吸収できるだけの農業生産性の急速

かっ持続可能な成長が必嬰であると述べた。さら

に食料安全保障におけるジェンダーの問題に触れ

て、農村部の女性への対応、として以 Fの部門への
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注目を喚起した。それは、

1 )教育や絞済的エンパワーメントによって収

入の拡大を図る。

2 )女性に関する社会文化的伝統、規範、制約

とそれらが生産や消費の経済的パターンにお

よぼす影響の包話的な研究を行うo

3)女性が土地の所有権を持つことができるよ

うにすること。

4)また、自己を主張し女性自身の意識を向上

させること。

5)これらを支える、法制度の整備。

6 )家族の縫康のための栄養を確保すること。

などである。さらにタテボ局長は女性の農業従事

者が出会うさまざまな制約を取り上げて、食料生

産の拡大と食料安全保俸の向上のために、

1 )土地、融資、そして水や燃料の利用

2 )輸送や市場を利用する機会の拡大

3 )女性農業従事者を対象とした研究と技術の

普及

そして、

4)農作物の保管や収穫後管理の改善

これらの点の改善が必要であると指摘した。

最後にタテホ、局長は政治、社会・経済、環境プ

ロセスの相互作用によって食料安全保障のために

持続可能で多E語的な解決策を得ることを求めた。

政府は貿易、価格、市場性や援助などを考慮に入

れた財政函と金融面での施策を立案し実絡するこ

とが求められる。またアフリカにおいて多く発生

している内戦とそれに伴う人口流出が経済や環境

に悪影響を及ぼすと指摘した。最後に女性にカを

与えるうえで、また人口全体の社会・経済状況を

向上させるうえで、教育が果たす役割lの重要性を

強弱して発表を結んだ。

-ミ・アエ・チョウ

(韓国国会議員)

f食料安全保障と人口問題における男女平等J

に関する発表のなかでチョウ議員は、はじめに現

在の世界の食料事情の概要について報告を行っ
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た。食料供給の逼迫と食料価格の!こ昇によって食

料輸入国の多く、特に低所得の食料赤字国は食料

不安の危機に直面し 8億人以上の人々が飢餓や栄

養不良の状態にあるとされる。

チョウ議員は篠田による白劫努力と自国の食料

生産を拡大する責任を中心に報告を行った。食料

安全保障を向上させるのに必要な戦略や解決策

は、各国の異なる社会経済状況を考慮に入れるべ

きである。国家、地域そして世界的な食料安全保

障のためには国内生産の拡大が不可欠とされる。

自然や社会政治的変動の影響を受けやすい世界市

場の不確定牲を考慮すれば、食料自給を各国とも

目指すべきである。食料安全保障に果たす貿易の

重要さを認識しつつ、あくまでも通商政策は国内

生産と備蓄と関連づけて考えられねばならないと

チョウ議員は述べた。

また、より具体的にジェンダーと食料安全保障

問題に注目すれば、家庭における食料安全保棒の

担い手である女性が飢餓に対する、問題解決に向

けてもっと積極的な役割!を果たすべきであると強

調した。人的資源や物理的資源が女性に向けられ

ることによって家庭農業の生産性が高まり、収入

も増加し、食料安全保障も向上する。 200万人の

女性農業従事者(専業と兼業)のいる韓国のiilJを

挙げると、農業総生産の52%を女性が担ってい

る。女性が主要な労働資源であり、また家族の健

康や栄養を支える家族の重要な一員と見なされて

いる。その意味で女性が農業活動に集中できるた

めの保育歯や託児施設などの各種施設はもとよ

り、男性と向等の奨励策や支援策を得られるべき

である。また家庭における健康状態や栄養状態、

食料安全保障の向上には教育が最も重要であると

指f南した。
韓国政府は飢餓と栄養不良問題の解決に向けて

国際図体の活動支援を行っており、その一環とし

て FAOの第24図アジア・太平洋地域総会が韓

国ソウルで1998年に開撲されること公表し、チョ

ウ議員は発表を結んだ。



質疑応答

参加者の多くが、女性の社会経済への参加を拡

大する男女平等、女性のエンパワーメントおよび

女性を開発戦略の中心におくというヱ主流化=の

推進が有効な戦略であることに合意した。食料安

全保障を推進していくうえで女性の果たしうる重

要な役割があらためて強調され、特に農業分野に

おける女性の貢献が社会的に大きなものであると

いうことが認識され、女性の社会参加の拡大のた

めには教育、職業訓練や確実に市場へ女性が参加

できるようになることなどが前提条件であるとい

うことが理解された。

女性が伝統、文化または宗教上の制約などの樟

害に直面する現状を打破するために、コミュニ

ティー、国家、国際社会で団体行動を起こし団結

することが必要である。女性が重要な意志、決定を

行える立場となるよう主張し、行動することを求

められた。土地相続や土地分自己における平等の権

利については、何人かの参加者が自国での経験を

挙げ、法律的に男女双方に同等の所有権与を与える

必嬰があるかと問いかけを行った。一人の参加者

は女性の社会経済参加の重要悦を認めながらも、

女性のエンパワーメントが女性の「男性化J とな

るべきではないと述べた。女性は宗教的規範や価

値観を守りながらその能力を特定の領域に充分に

活用すべきである。

質問に対する解答

参加者からのコメントに対してタテボ局長は、

自国では憲法上平等の土地登記権利が規定されて

いるが、サハラ以南の伝統的な土地分配では、小

限画の肥沃度に劣る土地が分配されるなど、男性

に比べ女性に対して不平等であると述べた。 情報

や教青不足で女性が自分の権利を意識していない

ことが多い。そのため女性が自分の権利を十分に

i守使できるように、土地所有権に関する情報や教

育を得られるようにすべきである。

コメントに対してチョウ議員は、女性のエンパ

ワーメントを拡大する各種施策は、男女同一賃金

や職場における昇進の平等など、社会経済制度の

改革を伴うべきであると述べた。また韓国の伊iを

挙げ、農村部における生活水準の改善が、農村部

における農業生産の主たる担い手であり、かっ家

庭の担い手でもある女性と家族の福祉を向上させ

たと述べた。

セッション7 食料安全保障・人口・開発に関する

ジュネーブ宣言の採択

ナポティ・ブル議員(ノfプア・ニューギニア)

が会議の総括報告責任者として食料安全保障・人

口・開発に関するジュネーブ宣言の草案を提示

し、検討と承認が求められた。会議の桜井新議長

が起草委員会の議長も務めた。また運営委員会委

員である安藤博文 UNFPA事務局次長が職権

J~起草委員会の委員を務めた。起草委員会の書記

はリチヤード・シュナイダ一氏 (UNFPA)が

務めた。

本会議における討議のうえ、会場からの承認に

よりジュネーブ宣言は採択された。
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食料安全保障・人口・開発に関する

ジュネーブ宣言

i回世界57か国の国会議員が1996年11月10日・ 11日の両日、スイス国のジュネーブで開催された国際

食料安全保障・人口・開発議員会議に集い、以下の声明を行い、食料安全保障と人口について行動を呼び

かける。

前文:

2. 食料安全保障を妨げている要因は多面的なものである。貧困と人口の培加、分布および移動は食

料安全保障を妨げる主要な原因のーって‘ある。社会的、政治的、経済的な不安定性と不公正は食料安全保

障を実現するうえでの重大な障害になる。

3.生活スタイル、食習慣、所得、社会組織が億人の食料需要水準を決める。人口はこれらの要素と

紹乗して需要を増大させることになる。利用する技術、人間活動のJ広がりの程度が環境へダメージを与

え、環境を維持することになる。消費とj出費水準に連動した廃棄物震は必要とされる生産カを決める。

4.科学・技術がしゅ、に進歩したとしても、この地球の限界を越えて私たちは生きることはできな

L 、。私たちは、私たちの惑星という閉じた有限の世界(システム)の中にある単一の討会にあって、運命

を共にしている。私たちはこの現実から逃れることはできず、私たちの生存を可能にする持続可能な方法

を見いださねばならないのである。

5 食料の安全保障は世界の安全保障である。それはまた、入院の創造的かっ生産的な活動を行うう

えでのエネルギーを生み出す偶人の安全保障でもある。食料安全保障は人々の幸福な生活に直接影響を与

えるだけでなく、社会的安定性、生産悦および平等に影響を与え、同様に各菌、地域そして世界の平和を

脅す。従って、食料安全保障は、 L、かなる場合においても、すべての人とすべての留にとって、そして国

際社会全体にとって決定的に重要である。

30 

6.以下の点については明らかである:

(a) 持続可能な生産、食料の入手可能燃を改善するために貧国を撲滅すべきである。

(b) 食料はベイシック・ヒューマン・ニーズ(人間が生きていくうえで基本的に必要なもの)であり、

すべての人権のうちで最も基礎となるものである。

(c) 開発計画(アソェンダ)のなかにおいては食料安全保障とそれに関連する社会凋発プログラムに最



も高い優先!順位が与えられなければならない。

(d) 平和で、安定的で、さまざまなことが実現可能な社会的、絞済的、政治的環境は持続的な食料安全

保障を実現するうえでの基本的な条件である。

(e) 政治的な不安定性およびすべての紛争は食料安全保障を達成するうえでの大きな障害となる。

(f) 主食に関してその入手可能性を確保し分自己を行ううえで平等が 特に女制と子供に対する一一必

ず確保されなければならない。

(g) 食料生康手段の利用と所有権の保持に隠して女性は男似と平等でなければならない。

(h) 農村および共肉体の開発は持続的な食料安全保i章を実現するための前提条件ーである。

(i) 公正な貿易は持続的な食料安全保!療を達成するための一つの重要な要素である。

(j) 人口の早期安定は持続的な食料安全保障を実現するうえで最も基本的な条件である。

(k) 意思決定権を女性に委ねることが人口増加の速度を弛め、結果的に人口増加を安定化させる最もよ

い方法であると考えられている。

(1)意思決定権を女性に与えるうえでの重要な最初の方策は、女性に対する教育とリプロダクティブ・

ライツ(再生産に関わる権利)を確保し、すべての極におけるリプロダクティブ・ヘルス・ケアを提

供することである。

(m) 余剰l食料の意図的な浪費は嘆かわしいことである。食品の廃棄物を最小限にするようにすべきであ

る。

7. 効果的な行動のための鍵は、「擁護人「対話Jそして「パートナーシップj である。それは、人

権と基本的な自由およびすべての人の平等を「擁護Jすること、すべての図体の利益を共通のものとする

ための「対話j を行うこと、本当の参加型のプロセスを実現するための「パートナーソップj を育むこと

であり、これらは、良き統治(グッド・ガパナンス)にとって不可欠の構成要素である。

行動の呼びかけ

8.私たち、国会議員は政府と市民社会を結ぶ重要な存在であり、人々のニーズを代弁するものであ

り、法律を議決し採択することで私たちの政府の行政部門に、世界食料サミット初Bに採択される f世界

の食料安全保障に関するローマ宣言j と「世界食料サミット行動計画j の公約の実行を強く要請するため

の触媒として活動する立場である。この立場から、すべての議員に以下の事柄を呼びかける.
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la) 世界の食料安全保障に関するローマ宣言 lと「世界食料サミット行動計画Jをそれぞれの議会で

議題とし、国民の注目を喚起する。

Ib) 報道機関がローマで、合意された公約を幅広く報道するよう働きかけ、食料安全保障を妨げる根本約

な原因、特に人口に関連する要因の持つ重要性に対する認識を促進させる。そして、これらの問題を

解決するためには、国レベル、地域レベル、国際レベルでの一致協力した行動が必要であるという認

識を促進する。

Ic) すべての人々 特に女性、子供、最貧困層、最も脆弱な立場にいる人々一ーに対する人権および

基本的自由を促進し保護する。

Id) 食料安全保障に影響を与える意思決定過程およびその実行を行ううえで男女の十分なそして平等な

参画iを促進する。

le) 農村の食料生産者、特に女性が、金融制度の利用、適切な技術や、土地、水などの生産資源を男性

と同様に平等に利用し所有することができるような立法を行う。

Ifl 国際人口開発会議行動計画において定義された意味における、家族計頑と性に関する健康を含むリ

プロダクティブ・ヘルス(再生産に関わる健康)サービスを男女ともに利用できるようにすることで

リプロダクティブ・ライツ(再生産に関わる権利)が確保できるよう促進する。

Ig) 万人が教育を受ける機会を促進する一一特に女性や少女が教育を受けることができるようにする

ことで、社会および開発のすべての側面において彼女たちの参加が促進され、再生産に関わる健康

の分野を含む怠思決定過程における女性の役割を改善することができ、その結果、金融制度や農業技

術そして栄養資源が身近なものとなり、容易に利用できるようになる。

Ih) 若者がヘルスケア、教育、そしてさまざまな機会を持てるような政策を支援する。そしてこれらは

若者の食料安全保障活動への参加を促すO

Ii) 食料安全保障問題と栄釜失調の問題を解決に導くためには、 L、かなる行動が適切であるかを明らか

にするために、特に極端な貧回状態にある人や少数民族、障害者などリスクを抱えた人々など社会的

に不利な立場に置かれたグループを参加させる。

(j) 国家開発政策の一部として農村の経済.f士会開発を促進し、し、かなるときにおいても人口が片寄る

最大の原因となっている、急機する農村から都市への人口移動の主因を解決する方法を探す。

Ik) 国家開発計画を立てるうえで水の問題を考慮に入れることは不可欠であり、それが適切な地域では

雨水を有効に利用した農業を促進する。

I!) 地域共同体レベルにおける農業開発を刺激し、それが適切な場所における天水農業、農業技術普及



サービス、訓練および環境と調和的な農業技術の移転を促進することを含む各国の食料と水の安全保

!療能力を高めるような投資を増大させるような法的枠組みと政策を作り出す。

(m) 地下水管理の改善を行うことで、化学物質による地下水の汚染、森林伐採、砂漠化や集約的農業に

よる急傾斜地における上壌侵食、 j窪j銃地域における塚害、そして水位の低ドなど水に関連する問題の

解決を図る。

(η) 海水およひ'淡水における漁業資源の持続的利用と生物的多様性の保護のための底際協定および条約

の早期tlU佐と実行を促進する。

(0) これまで確立された方法による農業研究 各闘の研究所で行われている農業研究、特に各地域に

適応するための研究や、参加型の研究 を支援する。環境の価値とその保護に必要となる経費を経

済活動に組み込み、環境を保護するためのインセンティブを与えるような税の体形を構築する新しい

学際的研究を促進する。

(p) 生産の各分野ごとに公正で合理的な経済・貿易制度を構築するという点も含め、農業、林業、漁業

を環境保護と持続可能な開発の観点から見直す。

(q) より合理的な経済政策を策定するよう各属政府行政部門に働きかけてし、く。このより合型的な経済

政策は有限な地球環境を守り、人口問題を解決するうえで必要不可欠な公正な世界貿易 γステムの構

築を助けることになるだろう。

(r) 世界貿易機関 (WTO)合意を含む国際的な協定が、各国の文化的な慣行、特に伝統的な主食が持

つ文化的慣行を侵害し、また農業生産と環境に悪影響を与えることのないよう検証するべきである。

(s) 食料輸入国と輸出国の協力と関係を強化し制度化する。そして食料を脅迫や政治的・経済的圧力、

一方的な制裁の押しつけを含む、 L、かなる搾取のための手段としても使わないようにする。

(t) 食料安全保障を妨げる人的コストに関し、先進図と途上国の間の文化的、社会的連帯を促進する。

(u) 先進国と途上国の院で経験、アイデア、技術の交流を図るための協力関係を促進する。

(v) 国際的な金融機関の政策や構造調整フ。ログラムが食料安全保障に与える影響を検討し、見直すよう

奨励する。

州 各国政府に対して食料安全保障分野で活動する多国間機関聞の活動調整を行うよう要請する。

私たちはこれらの宣言を実行に移すために献身的に働く O

私たち国会議員は「行動への呼びかけj の実行を成功させ、ここに述べられた挑戦を果たすための追加
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的な資金や資源の動員、そして、または新たなチャンネルを作るために深く関わり、献身的に働く。その

ために、私たちはすべての国の政策および意志決定者に「世界の食料安全保障に関するローマ宣言j と

「世界食料サミット行動計画Jの公約を実行に移すためには、これらの公約に高い侵先傾位を与えること

が必嬰であり、そのための政治的な意志が必要であるということを呼びかける。そして、また私たちは、

すべての図に対し、近年の主要な国際会議、特に邑i努人口開発会議(ICPD)および第 4回世界女性会議

(FWCW)においてなされた公約を実行することを呼びかけ、もし必要であるならば各国のそして国際

的な優先順位を組み替えることを強く求めるものである。

1996年llflll日スイス国ジュネ ブにて採択
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1. We Parliamentarians fron白 57countries throughoul the world attending the Interna-

tional Meeting on Food Security， Population and Development in Gene、'a，Switzerland， on 10 

11 November 1996， present the following statcment and call to action on food security and 

population. 

PREAMBLE 

2. Food insecurity is l11ultifaceted in nature. Poverty and population耳rowth，distribution 

and movement are major causes of food insecurily. Social， political and economic instability 

and injustice contribute significantly to it. 

3. Lifestyles， dietary habits， income and social organization deterll1ine individual levels 

of dell1and for food. Population is a ll1u1tiplier that fixes total del11and. The technologies in 

use， the extent 10 which hUll1an activities dal11age 01' sustain the environll1ent， and the all10unt 

of waste associated with different levels of consull1ption deterll1ine production capacity. 

4 No degree of scientific and technological progress will enable us to live beyond the 

lill1its of the planel earth. We are all parl of a single cOll1ll1unity， destined to share a cOll1ll1on 

fate， within the confines of the finite and c¥osed systell1 of our planet. We cannot escape this 

reality and lnust find ways to ensure our sUl'¥'I¥'al in a sustaInable rnanner目

5. Food securily is global security. It is also individual security which releases the 

creative and productive energy of hU111anS目IttherefOl'e has a direct bearing not only on peoples 

、、'ell-being but also on social stabi¥ity， productivity and equality， as well as on national， 

regional and world peace. Food secnrity， thus， is vitally il11portant to all people and all 

countries at all til11es and to the international cOll1ll1unity as a whole. 
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6. The following points at'e self-evident: 

(a) poverty l11ust be eradicated to il11prove sustainable production and acccss to food; 

(b) food is a basic human need， constituting one of the 1l10st fundamental of all human 

rights; 

(c) food-security and rela!ed social-developll1en! prograll1mes should be given the highest 

priority on development agendas; 

(d) a peaceful， stable and enabling social， economic and political environll1ent is a 

fundall1ental condition for altaining sustainablc food secnrity; 



(e) political instability and alI forms of conflict are major hindrances to the achievement of 

food security; 

(f) equal access to and distribution of staple food supplies must be ensured， especialIy for 

women and children; 

(9) women must have equal access 10， and right to ownership of， the means of production of 

food supplies; 

(h) rural and community development is a prerequisI!e to sustainable food security; 

(i) fair trade is a key element in achieving sustainable food security; 

(j) the early stabilization of population is a primary condition for realizing sustainable food 

security; 

(k) the best prospect for slowing and eventually stabilizing population growlh is to put 

decision-making power in thc hands of wOIuen; 

(1) an important first step in illl'ol ving women in decision maldng is to ensure their educa-

tion， reproductive rights and provide them with l'epl'oductive health cal'e in all its aspects; 

(m) the deliberate deslruction of surplus food must be deplol'ed， and all steps must be taken 

to minimize the wastage of food. 

7. The keys to effective action are advocacy， dialogue and partnel'ship-advocacy of 

human rights and fundamental freedoms and of equality for all; dialogue to enSUl'e that the 

interests of all parties are taken into account; and partnership to enSUl'e a tmly participatory 

pr田 ess.These are integral components of good govCl・nancc.

CALL TO ACTION 

8. ¥V e Parliamentarians， as the cl'ucial Iink between govel'nment and civil society and the 

main channel of communication to articulate the people s needs， al'e determined to act as 

catalysts to urge the Executive Branch of OUI' Governlllents to illlplelllent the cOllllllitments set 

forth in the Rome Declaration on ¥V orld Food Secul'ity and the ¥V orld Food SUllllllit Plan of 

Action， both of which will be adopted at the opening session of the ¥Vorld Food SUllllllit. ¥Ve 

therefol'e call on Pal'lial11cntal'Ians everywhel'e: 
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(a) '1'olable Ihe Home Dec¥a1'ation and ¥Vo1'ld Food Summit Plan of Action in thei1' 

Pa1'liaments and 10 b1'ing them 10 the attention of the public; 

(b) '1'0 encou1'age national media to give wide cove1'age 10 the commitments ag1'eed at HOllle 

and to p1'omotc awareness of the importance of thc underlying causes of food insecurity， 

in particular thosc 1'elated to population factors， and of the need for concerted co¥lective 

action at thc national， regional and internationallevel 10 addrcss them; 

(e) '1'0 p1'olllote and p1'otect the hUlllan rights and fundalllental f1'eedollls of all people and in 

pa1'ticula1' of WOlllen， child1'en， the poo1' and the vulne1'able; 

(d) '1'0 p1'olllotc the full and equal pa1'ticipation of wOlllen and mcn in decision maldng and 

actions that affect thei1' food secu1'ity; 

(e) '1'0 enact legislation p1'oviding 1'u1'al p1'oduce1's of food， especia¥ly、、lOlnen，with equal 

access 10 and owne1'ship of p1'oduclive assets inc¥uding c1'edit， app1'op1'iale technology， 

land an(l watel'j 

(f) '1'0 p1'omote and ensu1'e r・ep1'oductIl'e 1'ights by Illaldng reproductive health se1'vices 

available to wOlllen and Illen， inc¥uding falllily planning and sexual health services， as 

defined in the P1'og1'alllllle of Action of the Inte1'national Confe1'ence on Population剖 1d

Developlllent; 

(9) '1'0 p1'omote unive1'sal access 10 education， especially of wOlllen and girls so as to 

enhance thei1' participation in a¥l aspects of society and development， and thereby improve 

women s l'oles in decision Illaldng， inc1uding in the a1'ea of l'epl'oductive hcalth， and 

incl'ease theil' access to and use of c1'edit， ag1'icultu1'al technology and null'itional 

resources; 

(h) '1'0 SUppOl't policies thal provide youth with bette1' access 10 health care， education and 

oppo1'tunities and that p1'olllole theI1'・ pal'ticipationin food secul'ily activities; 

(i) '1'0 involve people at l'isl{， especia¥ly the exll'elllely pOOI' and Illelllbel's of disadvantaged 

gI'OUpS， such as minorities and the disabled， in identifying appropriate aclions 10 add1'ess 

food insecurity and malnut1'ition; 

(j) '1'0 enCOUl'age the econolllic and social developlllent of 1'U1'al a1'eas as pa1't of national 

developlllent policies that seel三toadd1'ess the principal causes of accele1'ated lllig1'ation f1'olll 

rural to urban areas， which has given rise to thc la1'gest population shift of all times; 



(k) To ensure that water is an integral part of national developmellt planning and encou1'age 

the development of 1'ain-fed ag1'iculture whe1'e approp1'iate; 

(1) To develop legislative frameworks and policies that stilllulate agricultural developlllent 

at the community level and that p1'ovide fo1' increased invesllllent in national capacity 

building in food and water secu1'ity， incl uding rain、、:aterharvesting whe1'e approp1'iate; 

extension se1'vices; t1'aining'; and the t1'ansfer of environlllentally sound agricultural 

technology; 

(m) To imp1'ove ground -wate1' management and address such wate1'-1'elated p1'oblems as 

pollution of aquife1's by chemicals; soil e1'osion caused by deforestation， dcsertification and 

intensive agricultu1'e; salinisation of irrigated a1'eas; and receding water tables; 

(n) To p1'Olllote the early 1'atification and implementation of inte1'national agreelllents and 

conventions designed to sustain the use and conservation of fisheries 1'esources and of 

marine and f1'esh、、rate1'biodive1'sity; 

(0) To suppo1't established ag1'icultural 1'esearch， pa1'ticularly adaptil'e and pa1'ticipato1'Y 

resea1'ch， especially throug'h national institutions， and p1'omote new fo1'ms of interdis-

ciplinary policy 1'esearch for the purpose of building a tax system that provides incentives 

to protect the environment， taldng into account the value and cost of environlllental 

protection in econon1ic act.ivity; 

(P) To 1'eview the agricultural， forestry and fishery industries frolll the perspective of 

environmental preservation and sustainable developlllent with a l'Iew to building a fair and 

reasollable economic and tradillg systelll for each section of production; 

(q) To encourage the Executive Branch of GOl'ernlllents to formulate more rational 

econolllic policies that will help to build all equitable global trading systelll essential 10 

preserving the finite global environmenl and addressing population concerns; 

(r) 1'0 exallline international agreemenls， including those with the ¥Vorld Trade 

Organization (¥V1'O)， to ensure that the conditions imposed by such agreements do not 

violate cultural p1'actices including those around t，'aditional food staples or adversely 

affect agricultural production and the environment in the coulltries cOllcerned; 

(5) 1'0 ellcourage the expansion and institutionalization of cooperative relations between 

food-importing and food-exporting countries and the assurance that food will not be used 

as a form of threat， political and economic pressure 01・anylneans of exploitation， 

including sanctions imposed unilatera1ly; 
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(t) To proll1ote cultural and social solidarity all10ng the peoplc of de¥'eloped and dc¥'c1oping 

countries concernin耳thehUll1an cost of food insecurity; 

(u) To encourage partnership bctwccn dc¥'cloped and de¥'cloping countries to exchangc 

expcrienccs as well as ideas and technologies; 

(v) To cncouragc the international financial institutions 10 exall1ine and rcvicw theimpact of 

theil' policies and structural adjustment prograUllllCS on food secul'Ity; 

(叫 Tou1'ge national go¥'crnll1cnts 10 facilitale coordinatiol1 all10ng ll1ultilateral 

organizations working in the area of food sccurity. 

DEDICATION 

We Pa1'liall1enlarians cOll1ll1it and dedicate ou1'selves to the succcssful ill1plell1enlation of 

this Call to Action and 10 the effecti¥'e 11l0bilization and/Ol・，'e-channclingof the additional 

resources needcd al the national and inte1'nalional Ic¥'cls to ll1eet the challenges set forth 

herein. ¥Ve Ihercforc call on policy and decision mal<cl'・sin all count1'ies 10 demonst1'ale the 

political will required 10 give high priorily to Iranslating the commitments set forth in the 

¥Vorld Food SUll1ll1it Plan of Aclion into concrele action. ¥Vc also strongly u1'ge all countries to 

honou1' the commitlllents they Illade at thc reccnt Illajor international conferenccs， in pa1'ticular 

the lntcrnational Confe1'ence on Population and De¥'clopment and the Fourlh ¥Vorld Confe1'ence 

on ¥Volllen， and to re-ordcr thei1' national and international priorities 10 do so， if required. 

文書委員会風景
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1996年度に採択された AFPPDおよび IMPFSPDの宣言および声明(和文)

-国i車食楊農業機関「世界食料サミットj における!lvIPFSPDステイツメント

.第 5回人口と開発に関するアジア議員フォーラム

「食料安全保障と人口・開発に関するキャンベラ宣言j

-食料安全保障と人口に関する AFPPD特別運営委員会

「食料安全保障と人口に関する AFPPDステイツメント l

1996年度に採択された AFPPDおよび IMPFSPDの宣言および声明(英文)

• ST ATEi'vlENT OF llvlPFSPD (InlernalionaI Meeting of ParIiamentarians on 

Food Secllrit)'， Population and Developmenl) at FAO WORLD FOOD SUivlMIT 

• CANBERRA STATEMENT ON FOOD SECURITY， POPULATION AND 

DEVELOPMENT at The Fifth Asian Forum of Parliamenlarians on Popula 

tion and Development General Conference 

• AFPPD STATEMENT ON FOOD SI~CURITY AND POPULATION at Asian 

FOl'lllll of Parlianlentarians on Population and Developnlcnt Special ExecutIve 

Cornrnittee wIeeting 011 Food Security and Population. 
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国際食料安全保障・人口・開発議員会議

世界食料サミットにおけるステイツメント

桜井新
国際食料安全保簿・人口・開発議員会議議長

人口と開発に関するアジア議員フォーラム議長

議長閑 F、ジャック・デュー7FAO事務局長、各国代表の皆様。地球上全人類の生命を守る食料対策

というきわめて重要な課題を討議するこの会議に心より敬意を払います。

今回、私どもはアメリカ地域、アフリカ中東地域の人口開発に関わる包会議員グループ、またその外の

人口に関連する議員グループとの協力の下に、このサミットに先駆けて国際食料安全保障・人口・偶発議

員会議を10日・ 11日、スイスのジュネーブで開催し、国会議員としての食料安全保障・人口・開発に関す

る考え方をまとめました。

この会議には57か国90入の国会議員が参加し、熱心な討議を行い「食料安全保障・人口・開発に関する

ジュネーフe宣言Jを全員のコンセンサスに基づいて作成いたしました。この会議は食料サミットに向けて

界再かれた「食料安全保湾・人口・開発j に関する唯 の国会議員会議になりました。

この会議の母体となりました、私ども人口と伺発に関するアジア議員フォーラムは1982年以来、「一人

の子供も飢えて死ぬことのない社会j を築き kげることを目的として、アジア地域の人口・r，再発問題に国

会議員の立場から取り組んでまいりました。さらに、この会議の準備過程においては、アジア池域のみな

らず、アメリカ地域、アフリカ地域で、この問題に対する国会議員会議が行われ、意見の醸成と積み上げ

が行われてきました。この準備過程に潟わった国は延べ100か国以上に上っております。

宣言文は自己布いたしておりますので、お読みいただきたいと患います。

そこで、強調されたことは、 f食料安全保障問題に最も大きな影響を与えるのは人口問題であり、人口

問題の解決なくして食料安全保障は確保できないんまた、「最大の努力を行つでもなお増え続ける人口を

扶養するためには、各国の環境・生態系・文化に適合的な食料生産を行うこと、そして環境と調和的な食

料開発を実現するための国際的な枠組みを作り上げることが重要である」、さらに、これらの事を実現す

るうえで、社会的な安定が不可欠であるということです。

この、私どもの合意が食料サミソトの宣言・行動計画にト分に盛り込まれることを強く要望いたします

し、それが、実現されるために、このサミットでの合意事項が一貫性を持って実現されるよう、国会議員

として強く働きかけていくつもりです。

ご静聴ありがとうございました。
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第 5田人口と開発に関するアジア議員フォーラム大会

食料安全保障と人口・開発に関する

キャンベラ宣言

1.アジア・太平洋の地域は、 t世界人口の約 6割を占める人口と多様な文化・伝統・宗教の多様性を

持っている。この、アジア・太平洋地域29か国の照会議員が1996年9月258から27日オーストラリアの

キャンベラで向かれた第 5回人口と潟発に関するアジア議員フォーラム大会に集い、食料安全保障と人口

・開発について、以下のステイツメントを行う"。

前文:

2.今世紀において、我々人類は、かつてない規模の人口増加を経験した。現在、地球規模での、地

域、各国における多大の努力によって、その増加率は減少しているものの、絶対数ではかつてない規模の

人口増加が引き続いて起こっている。この人口は豆大な食料需要を生み、脆弱な島興国の生態系を含む地

球環境システムに対して強い圧迫を与えている。

3.私たちは、今、かつて無限であると見なされていた母なる地球を有限の唯一無二の世界として認

識しなければならない。人類の科学・技術の進歩がしゅ、に果たされたとしても、この母なる地球の限界を

越えて私たちは生きることはできない。私たちは、この地球という街じた世界の上で運命共同体であり、

この宿命を逃れることはできず、この地球上で持続的に生存する道を探らなければならないのである。

4目私たちは食料安全保障が陛界の安全保障であることを認識しなければならない。食料安全保湾は

人々の幸福な生活を脅かすばかりでなく、社会的安定および地域と世界の安全保輝を脅す。したがって、

食料安全保障はすべての国そして底際社会にとって決定的に重要である。

5.今世紀において人類は、科学・技術の進歩と特に緑の革命の成功によって歴史上かつてない食料

の増産を達成した。その結果、食料生産の{中びは人口増加率をも上回ってきた。この状況に変化の兆しが

ある。未開拓の可耕地は、もはやわずかしか残されていない。そして淡水資源の逼迫は日を追って強まっ

ている。さらに、塩害、酸性土壌による被害、過収穫、化学肥料、農薬の過剰投入などによって土壌の健

全性は喪失し、限界生産力は低下を始めている。無限に見えた海洋資源もその限界が見えてきており、収

穫の低下を引き起こし、これまで人間の過った活動のすべてを受け入れていた私たちの地球は、環境強化

という形で、その限界を示している。

りこの宣言文は1996年 5月2自にクアラルyブ ルで採択された「食料安全保障と人口に関するAFPPD特別運営委員会の

f宣言j と、 1996年8月14日{こ7ィジ のコーラル・コーストで採択された太平洋地域議員会議の f童科安全保障・人口・際発
宜言」を基にしたものである。
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6目これまでの世界の食料議給に関する予測は、しばしば限られた専門家の手によってなされてきた

ものである。予測をより正確なものとするために、すべての国に対して自国の人口扶養カを推計すること

を勧告する。それは、さまざまな機関から集まった多分野の科学者や公務員による学際的な専門家グルー

プによってなされるべきである。国会議員にはさまざまな意見を収集し聞く責任と能力がある。

7.世界の食料と人口増加に隠する需給予測は短期的には楽観論になりうるものの長期的には悲観的

な見方を取らざるを得ない。この、厳しい現状認識に基づいて私たちは、未来の世代にこの母なる地球を

責任をもって渡すための努力を今行わなければならないのである。そこで私たちは、 1)人口増加と食料

生産、 2)食料生産と環境、 3)農村開発(コミュニティーテaベロソプメント)について申し入れを行う。

人口増加と食料生産

8.人口増加低減に対する努力を行つでもなお人口の絶対数はかつてない増加を示している。この人

口増加は巨大な食料需要を生む。人口増加を可能な限り抑制することが、人類が地球上で生きていくうえ

での最も慕本的かっ不可欠な対策となる。さらに、 (環境)負荷を軽減し、持続可能な食料生産を行うた

めに、環境と調和的な農業開発を行う必要がある。

g.密会議員として、国際人口・開発議員会議カイロ宣言、liI際人口・社会開発議員会議コペンハー

ゲン宣言、国際女性・人口・開発議員会議東京宣言を再確認し、国会議員としてこれらの問題にコミット

してしベ。カイロの文書に盛り込まれた思想は、プライマリー・ヘルスケア、家族計画、リプロダクティ

ブ・ヘルスサービスそして初等教育の大幅な拡充を呼びかけている。このことは、女性と女児および開発

から置きざりにされた農村地域において決定的な重要性を持っている。各国政府ならびに国際社会に対し

てこれらの活動のための資金および資源を増加させることは国会議員の重要な役割であると確信する。

食料生産と環境

10.過去半世紀以上にわたって、食料供給の{申びは人口増加率を上回っていた。社会・技術的発展お

よび農業政策は「緑の革命j を生み出した。この過去の成功は重要であるが、その成功はまた、食料安全

保障に対して誤った感覚を与えてしまった。また、これまで、食料生産に成功してきたにもかかわらず、

地球的、国家的、コミュニティー内、家庭内の食料分配の問題、持続的な将来の食料生産の増加、環境保

護を達成しうるような持続可能な農業開発をしゅ、に果たすかという問題が残されている。

11.政府と国会議員は世界貿易機構 (WTO)合意を含むすべての国際的な協定が各湿の農業生産に

どのような影響を与えるのか検証するべきである。同様に、地域内特恵の貿易ルールもまた食料生産と価

格構造に必ず何らかの悪影響を与える。先進国によって途上国の余剰農産物輸出が阻害される場合があ

る。 従って、各国政府は、国際協定が他冨への農業輸出にどのような影響を与えることになるのか、細か

く検託することが必嬰である。国際条約や協定を結ぶ前に、当事国政府はその合意に含まれる条件が農業

や環境に対して悪い影響を与えなしゅ、検討する必要がある。

12.世界食料サミットで討議される「食料生産Jのもつ重要性を環解している。しかし同時に、特に

最も不利な立場にある共同体および億人生産者が食料の獲得手段と利用を可能にするという諜題も重点的

に扱うべきである。農村および都市貧困者は必要な食料を確保し、生きていけるようにならなければなら
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ない。食料や森林資源の生産者、特に女性は、土地や金融、適切な技術などの生産手段を利用できなけれ

ばならな"0農村金高虫、小規模港紙、農業改良・普及などすでに知られている方法を普及させることで食

料増産を図るための努力を行わなければならない。これらの方法はよく知られた方法でありながら、小規

模生産者によるその活用は十分ではなL、。

13. 食料生産を行っている現在の農業には環境悪化をもたらす部分が見受けられ、持続可能ではな

い。たとえば、世界の水資源に関する需用は人口増加の 2倍のスピードで伸びており、科学物質による汚

染を含む水の問題、森林破壊と過剰な利用による土壌劣化、 j議i銃地域における塩害、地下水位の低下など

を含む多くの問題をひき起こしている。環境悪化を抑制し、地下水管理の改善、より持続可能な農業を発

展させるために更なる努力を行わなければならない。

14.農林水産業・工業・サービス業など経済分野日1)に環境による制約は大きく異なる。農林水産業は

土地面積、土壌、地下水位、気候など物理的および環境から制約を直接的かっ最も大きく受ける。この点

で、他の産業と異なり環境条件を十分に考慮に入れた、持続的な開発が最も重要となる。また、適切に管

理された農林業生産は環境維持に貢獄することができる。

15. もし農林水産業などの第ー次生産の体系が崩壊したならば、人類の生存はありえない。現在のと

ころ、多くの第一次生産は環境破塘的であり、持続可能ではない。このようなプロセスを環境保護と持続

可能な開発の観点から全面的に見直し、産業分野~I)に公疋でより合理的な経済・貿易システムを構築する。

16.地球レベルでの食料安全保障を確実なものとするために地域開およひー国際協力をf広大し、各国は

それぞれの環境条件と文化的伝統に基っく食料生産を奨励する。釘i授な地球環境を守るうえで必要不可決

となる貿易システムを構築するためのより合理的な経済政策を立案できるようにする。その貿易システム

を構築することは、有限な地球環境を守り人JJ問題を解決に導くうえで不可欠である。

17.天災や人災などの緊急事態に対応する食料救援を食料安全保湾国際協力の一環として組み込む。

食料輸入居と輸出国の相互協力と協調関係を強化することで、地域内、地域問、地球レベルでの食料安全

保障を構築する。そして食料を脅迫やしゅ、なる搾取のための手段としても使わないようにする。

18. これまで確立された方法による農業研究一途上国や国際機関で行われている農業研究一一特に

各地域に適応するための研究や、参加型の研究 を支援する。これまでなされてきたこれらの研究は、

社会・経済的に見て非常に利益の多いものであった。さらに、環境保護を導く税の体系を構築するよう政

策研究を行う。さらに、環境の価篠を綬済的活動のなかに反映させ、このようなシステムによる収裁を環

境保全に向け、環境保護が、途上国にとって利裁となるような制度を構築する。

農村荷発(コミュニティー・デベロップメント)

19 食料、水資源の確保および環境保護に大きな役割を担ってきた、農村コミュニティーは近代化の

過程にあり、人口増加の結果として生じる圧力にさらされている。人口増加の圧力と共に人口の都市への

移動が起こり、都市周辺社会における治安、都市環境問題の悪化、耕作適地の減少などが進行している。
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20.人口増加と人口移動に伴い、農村コミュニティーが担ってきた食料生産、回:1:保全、環境維持の

機能が脆弱化している。人口増加の抑制と環境と調和的な食料生産を実現するために農村開発を行うこと

が急務である。

21.政府は地方生産沓にインセンティブを与えコミュニティーが自分の利疏を図るための組織化を行

うための適切な法的枠組みを形成するべきである。法、そしてメディアそれぞれに地方の人々、特に女性

に焦点を当ててそのエンパワーメントを促進するよう注意を払うべきである。しゅ、なるコミュニティー・

デベロップメントも女性の人間資源鈎発を十分に行いそのカを開発プロセスのなかに有機的に統合するこ

となく達成することはできない。

22.多くの社会で農民はイ分な討会的・経済的なカを持たす、、各国の政策は農民にとって身近なもの

と感じられないて、いる。一部先進国の農民は大きなカを持っているが、多くの場合、その力を根本的な変

革の阻止に使っている。すべての農民のカを特に教育およびトレーニングを通じて経済・社会・政治郎jに

有意義に使うべきである。

23.国際人口開発会議(JCPD)行動計画で定義された意味における家族計爾と性行動に関する健康

を含むリプロダクティブ・ヘルス・サービスを利用できるようにすることで農村地域および農業共同体に

おけるリプロダクティブ・ライツを確保する。

24.人口分布の適正化を行い、活力ある地域r，再発、特に安全な水、電気など基本的な生活環境を整え

ることで、中小都市の開発を行うo 地方の中小都市の開発を十分に行うことは、大都市への過度の集中を

防ぎ、環境と調和的な農村の凋発を促進するであろう。

25.人口、持続的な食料生産、環境保護、社会開発は相互補強的かっ相互依存約な関係にある。これ

らの分野の問題解決を成功させ、速やかに実施するためには包括的かっ学際的な取り組みと、公的専門諸

機関の連携が必要である。

26.問題に取り組み、適切な対応策をとるためには、食料不足と栄養不良にあえいでいる人の参加が

必要であり、世界食料サミットにおいては食料安全保降、人口プログラムの改善を行ううえでどのような

参加型のアプローチをとるべきであるか検討するべきである。女性および女児の教育の向上および社会参

加は、リプロダクティブ・ヘルスにおける選択権のみならず金融制度の利用、農業技術、栄養資源の利用

の拡大をもたらし、コミュニティーにおける(女性の)意思決定を容易にする。

27. これまでの民会議員会議で決議されてきたように、これらの問題の解決には平和と、参加、協力

と学際的なアプローチが不可欠かっ喫緊の課題である。私たち、アジア・太平洋地域の国会議員は、共に

働き、共通に直面している課題を解決に導くことによってのみ、人類の未来を築き上げうることを再確認

し、私たちの決意の現れとしてこのステイツメントを提出する。私たちは国際社会に対して、最近の主要

な国際会議の成果を一貫した行動を通して実現するよう強く要請する。さらに、図際社会に対してAFP

PDやそのほかの人口・開発議員連裂を含む、人口・開発に関するすべての図際機関、組織、活動に対し

て密接に連携して活動するための努力を行うよう強く要請する。
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食料安全保障と人口に関する特別運営委員会

交官~~:f~AFPPDステイツメント

私たちの属しているアジアは、世界人口の約 6割を占める巨大な人口と多様な文化・社会・経済条件を

持っている。人口と開発に関するアジア議員フォーラムは、各i認の国民から付託を受け、未来に対して責

任ある判断を行わなければならない国会議員としての立場から、飢餓や栄養不良の根絶を図り、人類の未

来を希望あるものとするために食料安全保障と人口について、以下のステイツメントを行う O

前文:人口と食料安全保障

今世紀において、我々人類は、かつてない規模の人口増加を経験した。現在、地球規模での、地域、各

層における多大の努力によって、その増加率は減少しているものの、絶対数ではかつてない規模の人口増

加が引き続いて起こり、この人口は豆大な食料需要を生み、地球場境に対して強い圧迫を与えている D

私たちは、今、かつて無限であると見なされていた母なる地球を有限の唯一無二の世界として認識しな

ければならない。人類の科学・技術の進歩がいかに果たされたとしても、この母なる地球の限界を越えて

私たちは生きることはできない。私たちは、この地球という閉じた世界の tで運命共同体であり、この宿

命を逃れることはできず、この地球上で持続的に生存する道を探らなければならないのである。

今世紀において人類は、緑の革命をはじめとする科学・技術の進歩によって歴史上かつてない食料の増

産を達成し、この食料生践は人口増加をも上回った。しかしながら、未開拓の可耕地はもはやわずかしか

残されていない。淡水資源の逼迫は日を追って強まっており、さらに、様害、殻性土壌による被害、過収

穫、化学肥料、農薬の過剰投入などによって土壌の健全性は喪失し、限界生産力は低下をはじめている。

無限に見えた海洋資源もその限界が見えてきており、収穫の低下を引き起こし、これまで人間の過った活

動すべてを受け入れていた私たちの地球は、環境悪化という形で、その線界を示している。

これまでの世界の食料需給に関する予測はしばしば限られた専門家の手によってなされてきたものであ

る。予測をより正確なものとするために、すべての国に対して自国の人口扶養カを推計することを勧告す

る。それは、さまざまな機関から集まった多分野の科学者や公務員による学際的な専門家グループによっ

てなされるべきである。国会議員にはさまざまな意見を収集し筒く賞任と能力があると信じている。

世界の食料と人口の需給予測は短期的には楽観論になりうるものの、長期的には悲観的な見方を取らざ

るを得な '¥0 この、現状認識に基づいて私たちは、未来の世代にこの母なる地球を渡すための努力を今行

わなければならないのである。そこで私たちは、 1)人口増加と食料生産、 2)食料生産と環境、 3)農

村開発(コミュニティーデベロップメント)について申し入れを行う。
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人口増加と食料生産

人口増加低減に対する努力を行つでもなお人口の絶対数はかつてない増加を示している。この人口増加

は巨大な食料需要を生む。人口増加を可能な限り抑制することが、人類が地球上で生きて行くうえでの最

も基本的かっ不可欠な対策となる。さらに、(環境)負荷を軽減し、持続可能な食料生産を行うために、

環境と謁和的な農業開発を行う必要がある。

国会議員として、国際人口・開発議員会議カイロ宣言、国際人口・ 4士会開発議員会議コぺンハーゲン宣

言、国際女性・人口・界再発議員会議東京宣言を再確認し、国会議員としてこれらの問題にコミットしてい

く。カイロの文書に媒り込まれた思想は、プライマリー・ヘルスケア、家族計画、 1)プロダクティブ・ヘ

ルスサービスそして初等教育の大幅な拡充を呼びかけている。このことは、女性と女児および開発から置

きざりにされた農村地域において決定的な重要性を持っている。各国政府ならびにj慧際討会に対してこれ

らの活動のための資金および資源を場加させることは国会議員の重要な役割であると確信する。

食料生産と環境

過去半世紀、食料供給の{申びは人口増加率を上関っていた。社会・技術的発展は緑の革命を生み出し

た。この過去の成功は三重要であるが、その成功はまた、食料安全保障に対して誤った感覚を与えてしまっ

た。これまで、食料生産に成功してきたにもかかわらず、地球的、国家的、家庭内の食料分自己の問題、持

続的な将来の食料生産の増加、環境保護を達成しうるような持続可能な農業開発をし功、に果たすかという

問題が残されている。

政府と国会議員は WTO合意を含むすべての国際的な協定が各国の農業生産にどのような影響を与え

るのか検証するべきである。同様に、地域内特恵の貿易ルールもまた食料生産と価格構造に必ず何らかの

影響を与える。途上国がその余剰農渡物を輸出することが困難となるような措讃が先進国によってとられ

ている事例もある。したがって、各国政府は、国際協定が他国への農業輸出にどのような影響を与えるこ

とになるのか、細かく検証することが必婆である。国際条約や協定を結ぶ前に、当事国政府はその合意に

含まれる条件が農業や環境に対して惑い影響を与えなL、か検討する必要がある。

サミットの焦点が主に食料生産に向けられていることを理解している。しかし同時に、特に最も不利な

立場にある共同体が食料の獲得手段と利用を可能にするという課題を重点的に扱うべきである。農村およ

び都市貧03者は必要な食料を確保し、生きていけるようにならなければならない。食料や森林資源の生産

者、特に女性は、土地や金融、適切な技術などの生産手段を利用できなければならない。

農村金高虫、小規模J監獄、農業改良・普及などすでに知られている方法を普及させることで食料増産を凶

るための努力を行わなければならない。これらの方法はよく知られた方法でありながら、小規模生産者の

活用は十分ではない。

現在の農業には環境怒化をもたらす部分が見受けられ、持続可能ではない。環境悪化を抑制し、より持

続可能な農業を発展させるために更なる努力をl'iわなければならない。

農林水産業・工業・サービス業なと経済分野日1)に環境による制約は大きく異なる。農林水産業は土地面

積、土壌、気候など物理的および環境から制約を直接的かっ最も大きく受ける。この点で、他の産業と異

なり環境条件を十分に考慮に入れた、持続的な開発が最も重要となる。また、適切に管理された農林業生

産は環境維持に貢献することができる。

農林水産業などの第一次生産の体系が崩壊したなかで、人類の生存はありえない。現在のところ、多く
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の第一次生産は環境破嬢的であり、持続可能ではない。すべてのこのようなプロセスを環境保護と持続可

能な掬発の観点から見直し、産業分野jjlJに公正で合理的な経済・貿易システムを構築する。

地球レベルでの食料安全保障を確実なものとするために地域間および国際協力を拡大し、各自はそれぞ

れの環境条件と文化的伝統に基づく食料生産を奨励し、有限な地球環境を守るうえで必、要不可決となる貿

易システムを構築するための合理的な経済政策を立案できるようにする。地震、洪水による飢餓などの緊

急事態に対応する食料救援を食料安全保障国際協力の一環として組み込む。

食料輸入国と輸出国の相瓦協力と協認関係を強化することで、地域内、地域問、地球レベルでの食料安

全保障を構築する。

環境保護を導く税の体系を構築するよう政策研究を行う。さらに、炭素税構想、をより広く適用し、環境

の価値を経済的活動のなかに反i決させる。炭素税による収益を環境保全に向け、環境保護が、途上毘に

とって利益となるような制度を構築する。

自然条件、最適な生態的組み合わせに基づく、経済・相会・文化・技術の調和に立った「循環システ

ムJを構築することで、持続可能な農業を実現する。人間、生物、環境の有機的な関係に基づく共生可能

なシステムの構築を行わなければならない。

農村開発(コミュニティー・デベロップメン卜)

食料、水資源の確保および環境保護に大きな役割lを担ってきた、農村コミュニティーは近代化の過程に

あり、人口増加の圧力にさらされている。人口増加の圧力と共に人口の都市への移動が起こり、都市周辺

社会における治安、都市環境問題の慾化、耕作適地の減少などが進行している。

人口増加と人口移動に伴い、農村コミュニティーが担ってきた食料生産、国土保全、環境維持の機能が

脆弱化している。人口増加の抑制と環境と調和的な食料生産を実現するために農村開発を11'うことが急務

である。

政府は地方生産者にインセンティブを与えコミュニティーが自分の利読を図るための組織化を行うため

の適切な法的枠組みを形成するべきである。法そしてメディアそれぞれに地方の人々、特に女性に焦点を

当ててそのエンパワーメントを促進するよう注意を払うべきである。，、かなるコミュニティー・デベロッ

プメントもよE性の人間資源開発を十分に行い、そのカを開発プロセスのなかに有機的に統合することなく

達成することはできない。

多くの社会で農民は十分な社会的・経済的な力を持っていず、各国の政策は農民にとって身近なものと

感じられないでいる。一部先進国の農民は大きな力を持っているが、多くの場合、そのカを根本的な変革

のPfi.LI:に使っている。すべての農民のカを経済・社会的に有意義に使うべきである。

国際人日開発会議行動計画で定義された意味lごおける家族計頑と性行動に隠する健康を含むリプロダク

ティブ・ヘルス・サービスを利用できるようにすることで農村地域および農業共同体におけるリプロダク

ティブ・ライツを確保する。

人口分布の適正化を行い、活力ある地域開発を行ううえでも、中小都市の開発を行う。地方の中小都市

の偶発をト分に行うことで大都市Iへの一極集中を防ぎ、環境と言苦手口約な農村地域の開発を行う。このよう

な開発は人口の大都市への過度の集中を紡ぎ環境と調和的な農村の開発を促進するであろう。

人口、持続的な食料生産、環境保護、社会開発は相互補強的かっ相互依存的な関係にある。これらの分

野の問題解決を成功させ、速やかに実施するためには包括的かっ学際的な取り組みと、公約専門諸機関の

連携が必要である。
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適切な対応策をとるためには、食料不足と栄養不良にあえいでいる人の参加が必要であり、世界食料サ

ミットにおいては食料安全保際、人口プログラムの改善を行ううえでどのような参加型のアプローチをと

るべきであるか検討するべきである。女性および女児の教育の向上および社会参加は、リプロダクティブ

・ヘルスにおける選択権のみならず金融制度の利用、農業技術、栄養資源の利用の拡大をもたらし、家庭

およびコミュニティーにおける(女性の)意思決定を容易にする。

これまでの国会議員会議で決議されてきたように、これらの問題の解決には平和と、参加、協力と学際

的なアプローチが不可欠かっ喫緊の課題である。私たちアジアの国会議員は、共に働き、共通に覆面iして

いる課題を解決に導くことによってのみ、人類の未来を築き上げることを再確認し、私たちの決意の現れ

としてこのステイツメントを提出する。
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Mr. Chairman， 
Dr. Jacque Diouf， FAO Director-General， Honourable Delegates， 
Ladies and Gentlemen， 

At the outset let me cxpress ll1y sincere respects to all those pa，.ticipating in this Summit 
meeting to address the extrcmely importanl issue of food withoul which ll1anldnd cannot 

surVH'e. 

Pl'Ior to the Food Summit herc in ROll1e， we met in Gcnc¥'a on 10th and IIlh of November 

in叩 ope1'ationwith fellolV parliamenta1'ian groups concerned with population and dc¥'elopment 

f1'oll1 Af1'ica and the Middle East and Inter-America to de¥'elop our thoughts on food secu1'ity 

f1'om our perspectIl'e as elected representati¥'es of our peoples. 

1'he Intel'national Meeling of Pal'liall1cntal'Ians on Food Secul'ity， Population and 

De¥'elopll1ent (IMPFSPD) ll1el with 90 pal'lia01ental'ians fl'oll1 57 pal'ticipating countries and 

passionately delibe1'ated on these ¥'ital issues befol'e adopting Ihe Gene¥'a Declal'ation on Food 

Secul'ity， Population and De¥'elop01ent. 1'his was the only O1eeting on Food Security， 
Populalion and De¥'elop01ent held by pal'liamentarians fol' attending the Food Summit. 

Since its inception in 1982， thc Asian Fol'u01 of Pal'liamental'ians on Population and 

De¥'elop01ent which the IMPFSPD is based upon has addl'essed these ¥'ital matters as they 

apply to the Asian I'egion with the objecti¥'e of building a society in which no child、もlilIbe bOl'n 

to die from hunge1'. At the same time， in pl'epal'ation fol' thc IMPFSPD， OUI' colleagues 

o1'ganized othe1' O1eetings of pal'liamental'ians in Asia， the Amel'Icas and Afl'ica to de¥'elop 

consensus on the issue. You O1ay be intel'ested to Imow that legislatol's fl'ol1凡 o¥'er100 countl'ies 

pal'ticipated in the pl'ocess. 

1'he text of the DecIaration will be dislributed to you， and wc hope Ihat you will I'ead it at 

yOU1' leisure. 

1'he Declal'ation emphasizes thal population pl'oblell1 is the singlc 1l10st impol'tant factol' 

impacting on food secul'ity and that without its I'esolution food secul'Ity cannot be ensul'ed. It 

also slates that it is ill1pol'tant to de¥'叫 opfood pl'oduclion most adapted to the en¥'il'onment， 
ecology and culture of each countl'y while c1'eating an intel'llalional fl'amewol'k to achieve food 

de¥'elopmenl which is in harll10ny with the en¥'i1'onment. 1'hel'e will still be a need 10 noul'Ish 

and nnrture all those who will be bOl'n e¥'en after ll1aximum effol'ts to contl'ol population a1'e 

made. AIso， social stability is essential to the realization of these tasks. 

We fel'vently ul'ge yoU to reflecl our conclusions in the declaration and action programme 

you will be adopting. As elected I'epresentati¥'es of OUI' peoples we will do e¥'erything in OUI' 

powe1' 10 ensul'e that the agl'eement I'eached at the SUll11l1it、、.i!lbe efficiently implemented. 

1'hanl， you. 
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CANBERRASTATEMENT 
on 

Food Secllrity， Population and De¥'elopll1ent 

Adopted 

by 

The Fiflh Asian Forull1 of Pal'liall1entarians on Population and De¥'elopll1ent 

General Conference 

at 

Septell1ber， 27th 1996 

Pal'・liall1entHonse Canberra， Australia 

1. We Parliall1entarians from 29 countries of the Asia and Pacific region， hOll1e to 

approximately 60 per cent of the wol'ld's population and a t'Ich cultnral， traditional and 

religious di¥'ersity， attending the Fifth General Conference of the Asian Forum of 

Parliamentarians on POPlllation and De¥'elopment (AFPPD) in Canberra， AlIstralia， fl・011125 

to 27 Septell1ber 1996， present the follo¥¥'ing statement on food security and population. " 

PREAMBLE 

2 In this century， humanldnd has experienced an lInprecedented scale of population 

growth. While the rate of population growth has declined due to considerable efforts， both 
national and international， numbers of people in absolnte terms continue to increase at an 

alarll1ing rate leading to large increases in food consumption and powerflll pressures on the 

global environll1ent， inclllding the fragile ecosystems of island nations. 

3. We must recognize that mother earth， too long taken fol' granted as ha¥'ing infinite 

resources， is indeed a unique and preciolls planet. No degree of scIentific and technological 

progress、も'illenable us to li¥'e beyond the limits of 1l10ther earth. We are part of a single 

community， destined to share a common fate， within the confines of the finite and the closed 

systell1 of Olll' planet. We cannot escape fl'oll1 this l'eality and ll1ust find ways to ensure onl' 

survival in a sustainable lnanncr. 

4 We 1lI11st also recognize that food security is wol'ld secul'ity. It has a direct bearing not 

only on people's ¥¥'ell ~ being but also on social stability， regional and wodd peace. Food 

security， thel'efol'e， is vitally impol'tant to all cOllntl'ies and to the international comlllunity as 

a whole. 
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5 In this century， we have overall achi引 'eda high degree of increases in food production 

due to the progress of science and technology in general and to the success of the Green 

Revolution in particular. As a resul!， the rate of food production has exceeded that of the 

population increase， H。、、!ever，there are signs that this ll1ay he changing. There are going to 

be lill1itations to the availability of new cultivable land， and the shortage of frcsh lVate1' 

resotll'CUS Is a sel'Ious COnCel'll which appears to be worsening every day. Furthel'l110re， due to 

salt and acidic dall1age， ove1'- c1'opping and excessive use of chelllical fe1'tilize1's and 

pesticides， the soil has lost its integrity， causing ll1a1'ginal p1'oductivity to decline. ¥Ve a1'e also 

being 1'Cll1inded that the llla1'itillle 1'csourccs， which in the past seellled infinite， a1'e indeed 

finitc， 1'esulting in declining ha1'vest. The earth， which seell1ed to havc tolel'ated ou1' 

lllisbehaviou1' in the past， is telling us of its lill1its th1'ough envir・onlllentaldetel'ioration. 

G. It is also ill1pol'tant to l'ecognize Ihat global pl'ojections on 1'esou1'ce availability al'e too 

of!en Illade by narl'OW groups of specialists. As a way of ensul'ing balanced and l'ealistic 

p1'ojections for Ihe futu1'e， all countl'ies should ll1al<e theil' own asseSSll1ents of theil' cal'1'ying 

capacity. This should be done by intel'disciplina1'Y gI'OUpS， including scientists fl'olll diffe1'ent 

disciplines and govel'llll1ent officials f1'olll diffel'ent specializcd agcncies. Pa1'liall1ental'ians 

have both special l'csponsibilities and special capacities to bring togethel' and listen to these 

divergent views. 

7. ¥Vhile pl'ojections of global dellland and supply of food and population g1'owlh give 

us cause fol' optill1islll in the shol'l tel'll1， thcl'e is cause fOl'・ pessill1isll1 over the long te1'lll. 

Befol'e this starl， rcality， we Illust begin OUI' efforts now to cnsure that we hand ove1' the planet 

in a responsible lllanne1' to the futu1'e gencration. ¥Ve， the1'efo1'e， offe1' !he following statelllent 

with 1'ega1'd to 1) population g1'owth and food production， 2) food production and elll'i1'onlllent 

and 3) cOll1ll1unity develoJlll1ent. 

POPULATION GROWTH AND FOOD PRODUCTION 

8. Despite OUI' cOll1ll1itll1ent and effo1'ts to 1'educe the 1'ate of population increase， its 

nUlllbe1's in absolute terll1S continue to inc1'ease. This illlplies a continned grolVth in the 

dellland fo1' food. Thus llleasU1'es 10 lilllit population incl'ease as ll1uch as possible a1'e 

essential if hUll1anity is to continue to su1'vive on the planet. Fu1'ther・11101'e，in ol'del' to dhninish 

the load and to ensure sustainable food p1'oduction we ll1ust develop ag1'icultu1'e that is in 

harnlony with the environnlent. 

9. As pa1'lialllental'ians we stand cOll1ll1itted to the population cause by l'eaffi1'llling: the 

Cai1'o Decla1'ation of the International Confcl'ence of Parliall1enta1'ians on Population and 

Dcveloplllent; the Copenhagen Statelllent of the Intcl'llational Mceting of Parliall1enta1'ians on 

Population and Social Developlllent and the Tol，yo Declaration of the Intel'llational Meeting of 
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Pa1'liamentarians on Gcnde1'， Population and Dcvelopment. The vision descl'ibed at Cai1'o calls 

fo1' substantial incrcases in resoU1'ces fo1' pl'ima1'Y health ca1'e， falllily planning and 

1'ep1'oductive health se1'l'ices， and primary education. This is cspecially c1'itical fo1' won凡enand 

girls， and fol' those Iiving in 1'u1'al al'eas， who a1'e often left behind in developlllent effol'ts. We 

believe it is impo1'tant for pa1'liamental'ians to enCOUl'age thc intel'national comlllunity and 

theIl' own go¥'ernlnents to increase reSOUl'ces fo1' these actIvities. 

FOOD PRODUCTION AND ENVIRONMENT 

10. FOl・ mOl'ethan a half a centu1'Y， wOl'ld food output has incl'eased mo1'e l'apidly than 

population g1'owth. Social and technological developments and agricultu1'al policies have 

p1'oduced significant g1'een 1'evolutions. These past successes are ill1po1'tant， but they can also 

give a false sense of security. Even with past successes in output， the1'e 1'elllain impo1'tant 

dist1'ibution p1'oblell1s globally， nationally and within cOll1l1lunities and households. In 

ensuring futU1'e inc1'eases in food output， we l1lust keep in focus the need fol' envi1'onl1lental 

pr目。tection，so as to aSSUl'e that agricultural developl1l目11is sustainable. 

11. Gove1'nl1lcnts and pa1'lial1lenta1'ians should exal1line inte1'national agrcelllents， 

including those with the Wo1'ld Tl'ade Ol'ganization (WTO)， and sec how such ag1'eel1lents will 

affecl ag1'icultu1'al p1'oduction in their count1'ies. Similarly， prcferential t1'ade agreel1lents 

l1lade between g1'oups of count1'ies l1lay also negatively affect agricultu1'al p1'oduction and 

p1'ice st1'uctu1'es. Developed countries l1lay often make it difficult for developing count1'ies 10 

export their excess ag1'icultu1'al production. Gove1'nll1ents would the1'efo1'e do well to closely 

exall1ine the ill1pact of international agl'eell1ents on agricultu1'al expo1'ts. Befo1'e signing 

conventions/ ag1'eements， the gove1'nll1ents should see to it that the conditions ill1posed by such 

ag1'eel1lents do not adve1'sely affect agl'icuitur白e and the envi1'onll1ent in the countries 

concerned. 

12. We l'ecognize the impo1'tance of food pl'Oduction which、、'illbe the focus at the Wo1'ld 

Food SUl1ll1lit. Equal ell1phasis should be placed on issues of food access and use， especially 
al1longst the 11l0st disadvantaged cOllll1lunities and indil'idual pl'oducel's. 'I'he ，'ural and u1'ban 

poor l1lust have access to sufficient food fo1' sustainable livelihood. RUl'al produce1's of food and 

fo1'est l'esources， especially WOll1en， must have owne1'ship of p1'oductive assets such as land and 

have access to c1'edit and appropriate technologies. Continued effo1'ls should be made to 

inc1'ease food p1'oduction thl'ough p1'ocesses al1'eady、¥'ellknown， such as incruased rural 

c1'edit， small-scale iJ'l'igation schel1les and ag1'icultu1'al expe1'illlentation and extension 

se1'vices. 'I'hese a1'e well known and well underslood p1'ocesses， which all 100 often al'e not 

sufficiently provided to sll1all p1'oduce1's. 
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13. In lhe contcxt of food prodllction， lherc are l11any signals that cllrrent agricullural 

pr田 essesare cnvironl11entally destructive and lhlls are not sustainable. For exal11ple， lhe 

world demand for water is increasing twice as fast as population growth， and thel'e is a hosl of 

water-related problcl11s that need addressing， inclllding polllltion of aquifers by chel11icals， 
soil crosion in steeplands caused by deforcstation and intensivc agriculture， salinisation of 

ir・rigatedareas， and receding water lables， among many others. Greater efforl l11ust be made， 

thcrefore， to l'cduce envIronmental degradation， Ilnpro¥'c ground-watel' manag'e1uent， and 

develop a more sustainable agricullure. 

14， EnvIrOluuental 1ilnitation、mriesby econ01nIc sector， whether it Is ag'riculture， forestry 

01' fishel'Ies， 01' manufacturing' 01' sCl'vIces. Agro-forestl'y-fishcry industries are directly 

il11pacted by physical and environl11ental limitations such as availability of crop land， 

conditions of soil， levcl of water tables and clil11ate. In this I'egal'd， unlike other industrial 

sectors， it is l110st important that a pattern of sustainable agriculturc is dcveloped tal口IIginto 

full consideration environmental parameters. On the othel' hand， propcrly l11anaged 

agriculture and fOl'estl'y pl'oduction can contribute to the pl'esel'vation of the environlllent. 

15. As Pal'lialllentarians， we acknowledge that no activity will ensul'e OUI' sUl'vival if thel'e 

WCl'目。 acollapse of the systelll of primal'y pl'oduction-agro-forestry-fisheries. Many of the 

prIlnal'y pl'oductIvc processes we engage in today arc cnvIl'ol11nentally desh'udivc and not 

sustainable. Hence， all such processes 1ll1lSt be I'eviewed frolll the perspective of envil'Onmental 

pl'eservation and sustainable development so as to build a fair and I'easonable economic and 

trading system for each section of production. 

16. We have to ensul'e food secllrity al Ihe global level by expanding I'egional and interna-

tional co-operation， while encoul'aging' each nation to produce food based on its cl1vironluental 

conditions and cultul'al tl'aditions. Equally， we need to find ways 10 foγmulate 11101'・eI'ational 

economic policies that will help to build a耳lobaltl'ading system essenlial 10 pl'eserving the 

finite global envil'onment and addressing population concerns. 

17， Food relief at tirnes of natul'al and lnan-made disastel's and elnergencies requires 

regional and global co-operation. In order to build a food secul'ity system at the regional， 

inter-I'egional and global levels based on mutual co-operation， it is important to expand co-

operative relations between food importing and expol'tin耳 countriesand to ensure that food is 

not used as a forll1 of threat 01' any ll1eans of exploitation. 

18. Another area of coneern is the need to conlinue supporting established agl'icultUl'al 

research， pal'licular¥y adaptI1'e and participatory I'esearch， through international and national 

institutions， especially in developing counlries， which has produced such high economic and 

social returns in the past. In addition， it is necessary to proll1ote new forll1s of interdis-
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ciplinary policy research for lhe pur]lose of building a lax system Ihat provides incentives to 

protect the environment， taldng into account the value and cost of environmental ]lrotection in 

econoluic activity. 

COMMUNITY DEVELOPMENT 

19. 1'he l'u1'al cOlluuunity， which has playcd a lUl'ge role in cnsuring' food and watcr 

l'eSOUl'ces and pl'eserving the envIl'Onnlent in thc process of model'uization， is under stl'ess as a 

result of population growth. Accompanying the stress is the population exodus from farming 

coml1lunities to the city， undermining public safety and causing environmental degradation of 

urban communities and a decrease in land for cultivation. 

20. As a result of the pO]lulation pressure and mobility， the capacity of the farm 

coml1lunity to produce food， manag'e land and preservc the environment is being eroded 

'l'here is an urgent need for community development to curb population growth and realize 

food production in harl1lony with the environmel1t. 

21. Governmel1ts should develop appl'opriate legislative fl'ameworl<s to provide incentives 

to local producers so as 10 el1able communities to organize themselves for their own interests 

and benefits. Attention should be paid to such things as an independent judiciary and media to 

promot.e the etupowernlent of local people with pal'ticular etllphasis on womcn. No C011l11lUnity 

development can be realized lVithout developing 1V0men s human resources and potential and 

integrating them fully into the development process. 

22. ¥Ve recognize that in many societies farmers lacl< economic， political and social po、、rer，

and are subject to forces of Ihe elements and decisions by remote governments. ¥Vhile in some 

developed societies farmcrs do exercise considerable pOll'er， often to resist fundamental 

changes， this is not so in developing countries. Efforts must be made to enable all farmers to 

exel'cise lueaningful ecollOlnic， IJolitical and social pm、101'，especially through education and 
training・

23. Comll1unity developll1ent also means the need to promote and ensure reproductive 

rights by maldng available reproductive health services， including fUll1i1y plunning and sexual 

health， as defined in the Pr・ogramll1eof Action of the International Conference on Population 

and Developll1ent (ICPD)， to allrural areas and farm communities目

24. Development of small and medium tOll'ns， with an emphasis on providing such basic 

anlenities as safe water and electricity， assists in optimising' population distribution and 

building viable comll1unities. Such development may hc¥]l 10 prevent over-concentration of 

population in large cities and enCOUl'age de¥'elopluent of fa1'111 cOllllnunities in hal'luony with 
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the enVirOlllnent. 

25. Populat.ion， sustainable food production， envirolll旧cntal protcction and social 

development are mutually rcinforcing and inter-depcndent variables. Succcss in thcse areas 

，.cquires a comprehensive and interdisciplinary approach which must Iinlιspecialized agencies 

of government and be expeditiously implemented. 

26. People at risk must be involved in identifying appropriate actions to address food 

insecurity and malnutrition. The ¥Vor1d Food Summit， therefore， should examine cascs in 

which popular participation has succecded in improving food security and population 

programmes. Improving. 1V0men s and girls education and enhancing their participation in 

a11 aspects of society and development、vil¥facilitate improvelllents in wOlllen s roles in 

decision maldng， concerning not only their reproductivc hcalth choiccs but also thcir access to 

and use of credit， agricultural tcchnology and nutritional resourccs. 

COMMITMENT '1'0 COLLECTIVE AC'1'ION 

27. As stated in the resolutions adopted at past Illeetings of parliamentarians， peace， 

participation， co-ordination and an interdisciplinary approach are essential to solving 

problellls of food security and population. ¥VC Parliamcntarians from thc Asia and Pacific 

rcgion offer this statell1ent as testimony to our firm comll1itment for a co11ective future， by 

reaffirming that the only way to meet these common cha11enges Iies in worldng together. ¥Ve 

thercfore strongly urge the international community to honour the commitments it ll1ade at 

(he recent Illajor international conferences and to translate these commitments into concrctc 

actions. We furthcr urgc thc international community (0 makc cvery cffort to maintain a 

close worldng rclationship with a11 agencies and organizations active in thc population and 

dcvelopment field， including the Asian Forum of Parliamentarians on Population and 

Development and its fellow parliamentarian groups. 

υThis statement takf's into account the A FPPD Executi 
問 CommittecStatement on Food Security and Population 
adopted in I<uala Lumpur on 2 i¥lay 1996 and the Stateme 
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AFPPD STATEMENT 
on 

FOOD SECURITY AND POPULATION 
adopted 

Asian Fo1'um of Pa1'liamentarians on Population and Development (AFPPD) 

Special Executive Committee Meeting on Food Security and Population 

held on the 2nd May 1996 

at the 

Nildw hotel Kuala Lumpu1'， Malaysia 

Asia is home of app1'oximately sixty per cent of the world's population， with its diYerse 

cultures and va1'ied Socio-economic conditions. The Asian Forum of Pal'liamentarians on 

Population and Development， f1'om their positions as parliamentarians mandated by the 

peoples to malw l'esponsible judgements fOl'・ thefuture， presents the following statement O' 
food security and population. 

PREAMBLE 

111 this century， humanldnd has experienced all unprecedented scale of population growth. 

While the l'ate has declined due to considerable efforts， both national and international， 

numbel's of people in absolute terms continue to increase at an alarming rate leading to large 

increases in food consllmption and powerful pressures 011 the global environment. 

We must recognize that mother eal'th， too long taken for granted as having infinite 

resources， is indeed a unique and pl'ecious plane!. No degree of scientific and technological 

prog1'ess will enable us to live beyond the lill1its of mother earth. We al'e indeed pal't of a 

single community destined to share the fate， within the confines of the closed systell1 of our 

planet. We cannot escape froll1 this l'eality and must find ways to ensure ou1' survival in a 

sustainable manner. 

1n this century we have overall achieved a hig'h degree of increase in food pl'oduction due 

to the pl'ogl'ess of science and technology in g'enel'al and the Gl'een Revolution in pa1'ticulal'. 

The l'ate of food pl'oduction had exceeded that of the population incl'ease. Howeve1'， thel'e al'e 

going to be limitations to the availability of new cultivable land.The shol'tage of fl'esh wate1' 

reSOUl'ces is also a serious concel's that worsens every day. FUl'thernl01'・e，due to salt and 
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acidic damage， over cropping and excessive usc of chemical fe1'tilize1's and pesticides， the soil 
has often lost its integrity causing marginal p1'oductivity to decline目 Wea1'e also being 

reminded that the maritime 1'esou1'ces which in the past seemed infinite a1'C indeed finite 

1'esulting in declining harvest. The ea1'th， which seemed to have tole1'ated OU1' misbehaviou1' in 

the past， is telling us of its limits through envi1'onmental dete1'io1'ation. 

It is also impo1'tant to rccognize that global projections on rcsource availability are too 

often made by na1'row groups of specialists. As a way of ensuring' balanced and realistic 

projects for the futu1'e， all countries should make their own assessments of their carrying 

capacity. This should be done by interdisciplinary groups， including scientists f1'om different 

disciplines and government officials f1'om different specialized agencies. Parliamentarians 

have both special responsibilitics and special capacities to b1'ing togcther and Iisten to these 

divergent views. 

While global demand and supply p1'ojection of food and population give us cause fo1' 

optimism in the short te1'm， the1'c is cause for pessimism in the long te1'm. Before this stark 

1'eality， we must now begin our effo1'ts to enSU1'e that we hand over the planet to the futu1'e 

gene1'ation in a 1'esponsible manne1'. We， the1'efo1'e， offer the following statement with四 gard

to 1) population g1'owth and food p1'oduction， 2) food production and envi1'onment and 3) 

community development. 

POPULATION GROWTH AND FOOD PRODUCTION 

Despite our COll1mitlllent and effo1'ts to reduce the 1'ate of population inc1'ease， its numbers 

in absolute te1'ms continue to inc1'ease. This implies a continued growth in the demand fo1' 

food. Thus measU1'es to limit population increase as much as possible are essential if 

humanity is to continue to survive on the planet. Furthe1'm01'e， in order to dill1inish the load 

and to enSU1'e sustainable food p1'oduction we must develop agricu1ture that is in ha1'mony 

with the envi1'onment. 

As pa1'liamentarians we stand cOll1mitted to the population cause and by 1'eaffirming the 

Cairo Declaration of the International Confe1'ence of Parliamcntarians on Population and 

Developll1ent， the Copenhagen Statclllcnt of the lnternational Meeting of Pa1'liamentarians on 

Population and Social Development and thc Tokyo Declaration of the International Meeting of 

Par・liamentarianson Gender， Population and Developlllent. The、'isiondescribed at Cairo calls 

fo1' substantial inc1'eases in 1'esOU1'ces for primary hea1th care， family planning and 

reproductive hea1th ser・vices，and primary education. This is especially critical for women and 
girls， and for thosc living in rural areas who are often left behind in development effo1'ts. We 

believe it is important for parliamentarians to encourage the international community and OU1' 

own governments to increase resources for these activities. 
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FOOD PRODUCTION AND ENVIRONMENT 

Fo1' half a centu1'y and m01'e world food output has incl'eased mOl'e 1'apid!y than 

population g1'owth. Social and techno!ogical developments have p1'oduced significant g1'een 

1'evolutions. These past successes a1'e impo1'tant， but they can also give a sense of false food 

security. Even with past successes in output， the1'e 1'emain impo1'tant dist1'ibution prob!ems 

g!obal1y， national1y and within households. 1n ensu1'ing futu1'e inc1'eases in food output， we 
must keep in focus the need for elll'i1'onmental protection so as to assure that agricultural 

development is sustainable. 

Gove1'nments and parliament剖 iansshould examine internationa! ag1'eements including 

those with ¥VTO and see how such agreements wil¥ affect agricultu1'a! production in thei1' 

countries. Similar!y， the p1'eferential t1'ade agreements made between gronps of countries may 

also impact ag1'icultu1'al production and price st1'uctul'es. Developed countries may take 

measu1'es making it difficult for the excess agricultural production of developing countries to 

be expo1'ted. Governments would the1'efore do well to close!y examine the impact of 

inte1'national agreements on agricultural exports to othe1' count1'ies. Before signing conven-

tions/agreements， the governments shou!d see to it that the conditions in凡posedby such 

agreements do not adversely affect agriculture and the envi1'onment in the concerned 

countrIes. 

We recognize the important focus on food production at the Summit目 Equalemphasis， 

should be placed on issues of food access and use， especial1y amongst the most disadvantaged 

communities. The rural and urban poo1' must have access to sufficient food for sustainable 

livelihood. Ru1'al prodncers of foml and forest resources， especially women， must have 

owne1'ship of pl'目oductiveassets such as land， c1'edit and appropriate technology. Continued 

effo1'ts should be made to incl'ease food production through processes al1'eady wel1 Imown， 

such as increased 1'ural cl'edit， small sca!e ir1'igation schemes and agricultu1'al 

experimentation and extension se1'vices. These are well Imown and wel1 unde1'stood processes， 
which al1 too often are not snfficiently pl'ovided to smal1 producers. 

1n the context of food production， thel'e are many signals that current agricultu1'al 

processes are envi1'onmental1y dest1'uctive and thns al'e not sustainable. Greatel' effo1't must be 

made to 1'educe environmental degradation and to develop a more sustainable agricultu1'e. 

Envi1'onmental limitation varies by economic sector; ie， whether it is agricultu1'e， fo1'est1'Y 

01' fisheries; manufacturing 01' services. Agroーforest1'y-fishe1'Y indust1'ies a1'e directly 

impacted by physica! and environmental limitations such as availability of crop land， 
conditions of soil and c1imate. 1n this 1'egard， unlike othel'・ industrialsectol's， it is most 

important that a pattern of sustainable agriculture is developed taldng into ful1 consideration 
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envi1'onlllental pa1'alllete1's. On the other hand， properly Illanaged agricuitu1'e and forestry 

p1'oduction can contribute to the preservation of the environlllent. 

As parlialllenta1'ians， we aclmowledge that no activity will ensure ou1' su1'vival once the1'e 

is a collapse of thc systelll of prillla1'y p1'oduction -ag1'o-fo1'est1'y-fishe1'ies. Many of the 

p1'illlary p1'oductive p1'ocesses we engage in today a1'e envi1'onlllentally destructive and not 

sustainable. Hence， all such processes Illust be 1'eviewed f1'olll the pe1'spective of envi1'onmental 

p1'eservation and sustainable developlllent so as to build a fai1' and l'白easonableeconomic and 

t1'ading systelll fo1' each secto1' of production. 

We have to ensure food secu1'ity at the globallevel by expanding 1'egional and international 

coope1'ation， while encouraging each nation to p1'oduce food based on its envi1'onlllental 

conditions and cultu1'al t1'aditions. Equaliy， we need to find ways to fo1'lllulate mo1'e l'ational 

econolllic policies that will help bnild a trading systelll essential to pl'ese1'ving finite global 

environlllent. Food 1'elief to Illeet with ellle1'gencies， such as ea1'thquakes， fallline flood etc a1'e 

some exalllples of叩 chcoope1'ations. 

Build a food secu1'ity systelll at the 1'egional， inter-l'egional and global levels based on 

Illutual cooperation by expanding coope1'ative l'elations between food illlpo1'ting' and expol'ting 

countl'ies. 

Anothe1' area of conce1'n is the need to conduct policy 1'esea1'ch， fo1' the pu1'pose of building 

a tax systelll that ind uces p1'otection of the envi1'onlllent， by b1'oadly applying the concept of 

ca1'bon tax， to 1'eflect the value and cost of envi1'onlllental protection in econolllic activity. By 

const1'ucting such a systelll in which developing count1'ies Illay benefit， will p1'otect the 

envi1'onlllent by ea1'lllarldng revenues acc1'ued f1'olll the levy of ca1'bon tax fo1' envil'onmental 

p1'ese1'vation. 

We need to ensU1'e sustainable ag1'iculture， by building a cyclical systelll that balances 

econolllic， social， cuitu1'al and technological 1'equirell1ents optill1ally cOll1bining natu1'al and 

ecological pa1'alllete1's. That is to say， a sYll1biotic systell1 ll1ust be built that will o1'ganically 

inco1'po1'ate hUlllans， living c1'eatu1'es and the envi1'onll1ent. 

COMMUI¥TJTY DEVELOPMENT 

The 1'u1'al cOll1munity， which has played a la1'ge 1'ole in ensu1'ing food and wate1' 1'esources 

and p1'ese1'ving the envi1'onment in the process of mode1'nization， is eve1'ywhe1'e unde1' st1'ess 

f1'om population g1'owth. Accoll1panying the st1'ess is the population exodus f1'olll farll1ing 

cOllllllunities to the city， underll1ining public safety and causing environlllental degradation of 

urban cOllllllunities and the decrease in land fo1' cultivation. 
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As a resu1t of the population pressllre and Illobility， the capacity of thc farm cOlllmunity to 

produce food， manage land and prescrve the environlllent is being eroded. Thcre is an urgent 

need fOl' comlllunity devclopll1enl in ordcr to cllrb population growth and realize food 

production in harll10ny with the environlllent. 

Governlllents should develop appropriate legislative frameworks to providc incentives to 

local produccr8 80 as to enable communities 10 organizc Ihemse"'es for their own inlerests and 

benefits. Attention should be paid 10 such things as independent judiciary and media to 

prolllotc Ihe elllpowermenl of local peoplc with particular elllphasis on wOlllen. No cOlllmunity 

developmenl can be realizcd without integrating women's hlllllan resources and potential in 

the developlllenl process. 

¥Ve recognize that in lnany societies fal'1uers lack econOlnic and social power， and arc 

subjecl to forces of the elemcnls as well as decisions ll1ade by relllote government. ¥Vhile in 

sOllle developed societies farmers do exercise considerable powcr， used often to resisl 

fundalllental change， this is nol so in developing' countries. Effort must be Illade to enable all 

farnlers to excrcise Jueaningful ecol1OJuic social powel'. 

Community development also Illeans thc nced 10 prolllote and cnsure reproduclive rights 

by Illaldng available reproductive health services induding falllily planning and sexual health， 

as defined in the ICPD Prograllle of Action， 10 all rural arcas and farlll cOllllllunitics. 

Developlllent of small and medium towns assists in optimizing population distribution and 

building' viable communities. Such development Illay prcvent over concentration of population 

in large cities and cncourage development of farlll cOllllllunitics in harlllony with the 

environnlent. 

Population， suslainable food production， environmental protection and social dcvcloplllenl 

are mulually reinforcing and inter-depcndcnt variables. Succcss in these areas require8 a 

cOlllprehensive and interdisciplinary approach which must link specialized agencies of 

governmcnt and be expeditiously illlplelllented. 

We belicvc that participation of persons al risk in terms of food security and malnutrition 

is essential for arriving at problem assesslllent and appropriale actions. At thc ¥Vorld Food 

SUllllllit attention should bc drawn to successful participatory approaches to improving food 

security and population progl'ams. Illlproving women's and girls' educalion and their social 

participation、、lillfacilitate inlprO¥'Cluents in WOlnen's 1'o1e8 in household and COl11111UnIty 

decision Illaldng， inclllding not only reprodllctive health choices blll also illlproving access 10 

and use of credit， agricultural technology and nutritionalrcsourccs. 
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As stated in the resolutions adopled at parlialllentarians' Illeetings of the pasl. peace. 

participation. coordination and an interdisciplinary approach are essential 10 solving' these 

food security and population problellls. Asian parlialllentarians offer this statelllent as 

testilllony to our cOllllllitment for our collective future by reaffirming that Ihe only lVay to 

solve these cOlllmon challenges lies in 1V0rldng together. 
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